日米安保条約無効訴訟の会第1回勉強会レジュメ　　2009.06.22 

  

日米安全保障条約無効確認、対テロ特別措置法無効確認、対テロ特別措置法憲法違反行為 

差止、 

及び損害賠償請求事件 

訴訟物の価額 金４，８７０，０００円 

貼用印紙 金３０，０００円 

第１　請求の趣旨 

１）日米安全保障条約は無効であることの確認 

２）対テロ特別措置法（平成13年法律第113号）イラク特別措置法（平成15年法律第 

137号）改正イラク 特別措置法（平成19年法律第101号）新対テロ特別措置法（平成20 

年法律第1号）は無効であること の確認 
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３）上述、対テロ特別措置法ほかに基づくインド洋米軍ほかに対する給油活動及びソマリ 

ア沖海上自衛隊派遣は、自衛隊員が有する「平和的生存権」を侵害・毀損するものである 

から、即刻中止せよ　 との差止めの請求。 

４）日米安全保障条約及び対テロ特別措置法に基づく米軍及び自衛隊海外軍事行動によ 

り、被告は原告の有する「平和的生存権」及び「健全な納税権利」を侵害・毀損した。当 

該不法行為に因る精神的苦痛 に対し、被告は原告に慰謝料　金7万円を支払え。 

５）上記４）につき、仮執行宣言を求める。 

６）訴訟費用は被告の負担とする。 

第２　請求の原因 

〈原告について〉 

原告は民間会社に就労する勤労者である。毎月、給与からの源泉徴収にて納税している。 

１）日米安全保障条約について 

1. 日米安全保障条約は、1960年、時の全権委任：内閣総理大臣　岸信介が 

条約相手方　米国大統領　アンゼンハワーの買収に因って締結された条約であるか 

ら、国際慣習法に拠って、無効である。【甲１号証：1958.7.29付　マッカーサー 

駐日大使発信米国国務省宛公電】 

2. 日米安全保障条約は、上記「買収された条約」が明らかであるから、 

1968年「戦争犯罪と人道に対する罪については、法の制限不該当条約」（総会決 

議第2391号）の国際連合決議によって、時効がなく、不遡及効無効つまり遡って 

訴求できる要件である。1981年、締結加入した「条約法条約第50条」に拠って 

も、無効である。【甲2号証：1958.7.25　米国大使館1等書記官　Ｓ.Ｓ.カーペ 

ンターと日本国大蔵大臣　佐藤　榮作との、東京グランドホテルにおける秘密会見 

覚書】 

3. 日米安全保障条約は、 

【甲3号証】 

安全保障条約に関連して結ばれた非公開合意の要約 
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・ 　事前協議－討議記録（秘） 

　交換公文の形になった事前協議をより正確に定義する秘密の解釈である。その趣 

旨は、米国が事前協議の義務を負う「配置」とは、核兵器と大型ミサイルの日本へ 

の持ちこみに限定する。また、同じく事前協議の義務を負う「行動」とは、日本か 

ら日本外に対して行われる戦闘作戦行動に限定する。（「事前協議の解説」を参 

照） 

・ 　事前協議－安全保障協議委員会議事録（極秘） 

　この秘密の取り決めにより、日本は米国に対して、朝鮮半島で共産主義勢力が再 

び攻撃をしかけた際には米軍が在日米軍基地からただちに反撃することにあらかじ 

め同意を与える。（「事前協議の解説」を参照） 

・ 行政協定第２６条に基づく共同合同委員会の合意－議事録（取り扱い注 

意）（略） 

・ 米軍基地の権利と請求権の放棄－議事録（取り扱い注意）（略） 

・ 相互防衛援助協定（非機密）（略） 

に明らかなように条文目的と齟齬する密約が存在する詐欺行為条約締結である。国 

際慣習法及び条約法条約第49条「詐欺による条約無効」に該当し、無効である。 

4. また日米安全保障条約は、前記3項日米安全保障条約密約に基づき、日 

本の領土内米軍基地から1964年ベトナムへの武力行使を行った事実及び2003年ア 

フガン・2003年イラクへの米軍の武力行使及び米軍と一体となった自衛隊軍事行 

動の事実がある。該軍事行動は国際連合憲章禁止武力行使であり、一般国際法強行 

規範違反であるから、 日米安全保障条約は、無効である。 

5. 日米安全保障条約及び地位協定は、上記ベトナム戦争ほか一般国際法強 

行規範違反の基礎を構成する条約であるから、「条約法条約第53条」に拠り、無 

効である。 

6. 日米安全保障条約に基づく、自衛隊イラク自衛隊派遣は、2008年、名古 

屋高等裁判所（平成18年(ネ)第499号「自衛隊のイラク自衛隊派遣差止等請求控 

訴事件」）において憲法違反と判決されたものである。該軍事行動は、日本国憲法 

前文及び第9条違反であるから該軍事行動の基礎となる該日米安全保障条約及び対 

テロ特別措置法は無効である。 
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7. 日米安全保障条約　第１条（平和の維持のための努力） 

「①締約国は、国際連合憲章に定めるところに従い、それぞれが関係することのあ 

る国際紛争を平和的手段によって国際の平和及び安全並びに正義を危うくしないよ 

うに解決し、並びにそれぞれの国際関係において、武力による威嚇又は武器の行使 

を、いかなる国の領土保全又は政治的独立に対するものも、また、国際連合の目的 

と両立しない他のいかなる方法によるものも慎むことを約束する。」に自己撞着・ 

自己背反する、1964年ベトナム戦争・1991年湾岸戦争・2003年アフガン戦争・ 

2003年イラク戦争等武力行使した事実があるから、日米安全保障条約は、無効で 

ある。 

8. 日米安全保障条約は、1960年1月19日、 

「以上の証拠として、下名の全権委員は、この条約に署名した。千九百六十 

年一月十九日にワシントンで、ひとしく正文である日本語及び英語により本 

書二通を作成した。 

日本国のために　　岸信介　藤山愛一郎　石井光次郎　足立正　朝海浩一郎 

アメリカ合衆国のために　　クリスチャン・Ａ・ハーター　ダグラス・マッ 

クアーサー二世　Ｊ・グレイアム・パースンズ」 

　以上、時の全権委任が、自著・署名し、誓約し、かつ国権の最高機関において批 

准された条約である。自己の誓約に違背し、国権の最高機関を騙し、武力行使を繰 

り返えす根拠となった日米安全保障条約は、無効である。 

9. 日米安全保障条約　第十条 

「この条約は、日本区域における国際の平和及び安全の維持のため十分な定めをす 

る 国際連合の措置が効力を生じたと日本国政府及びアメリカ合衆国政府が認める 

時まで効力を有する。」の定めがあり、「日本区域における国際の平和及び安全の 

維持のため十分な定めをする国際連合の措置が効力を生じた。」事実つまり充分に 

平和・安全 （自衛隊軍備力）が維持・強化されているから、目的を達したことに 

拠り、無効となる。 

10. 日米安全保障条約　第十条 
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「もつとも、この条約が十年間効力を存続した後は、いずれの締約国も、他 

方の締約国に対しこの条約を終了させる意思を通告することができ、その場 

合には、この条約は、そのような通告が行なわれた後一年で終了する。」 

　以上の条文から、（また、1970年における該条約自動延長継続に際する　総理大臣 

佐藤　榮作の国会答弁から）1970年以降、毎年更新され、今日に至っている。わが国 

は1981年8月1日に、「条約法に関するウィーン条約」＝条約法条約を発効させてい 

る。1982年1月19日以降（1960年6月23日発効）における該条約更新時において、 

毎年、ウィーン条約の適用・制約を受けていると理解されるから、条約法条約第50条 

「買収された条約は無効」及び第53条「一般国際法強行法規違反は無効」に拠り、日 

米安全保障条約は無効である。 

11. 条約法条約＝条約法に関するウィーン条約 

第６９条　条約の無効の効果 

１　この条約によりその有効性が否定された条約は、無効である。無効な条 

約は、法的効力を有しない。 

２　この条約によりその有効性が否定された条約に依拠して既に行為が行 

われていた場合には、 

( ａ ) 　いずれの当事国も、他の当事国に対し、当該行為が行われなかつ 

たとしたならば存在し ていたであろう状態を相互の関係においてできる限 

り確立するよう要求することができる。 

(ｂ)　条約が無効であると主張される前に誠実に行われた行為は、条約が 

無効であることのみを理由として違法とされることはない。 

３　第四十九条から第五十二条までの場合には、２の規定は、詐欺、買収又 

は強制を行った当事国については、適用しない。 

４　多数国間の条約に拘束されることについての特定の国の同意が無効とさ 

れた場合には、１から３までに定める規則は、当該特定の国と条約の当事国 

との関係におい_______て適用する。 

第７１条　一般国際法の強行規範に抵触する条約の無効の効果 

条約が第五十三条の規定により無効であるとされた場合には、当事国は、次 

のことを行う。 
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(ａ ) 　一般国際法の強行規範に抵触する規定に依拠して行った行為によ 

りもたらされた結果をできる限り除去すること。 

( ｂ ) 　 当事国の相互の関係を一般国際法の強行規範に適合したものとす 

ること。 

２　第六十四条の規定により効力を失い、終了するとされた条約について 

は、その終了により、 

(ａ)　当事国は、条約を引き続き履行する義務を免除される。 

(ｂ)　条約の終了前に条約の実施によって生じていた当事国の権利、義務 

及び法的状態は、影響を受けない。ただし、これらの権利、義務及び法的状 

態は、条約の終了後は、一般国際法の新たな強行規範に抵触しない限度にお 

いてのみ維持することができる。 

・ 上記第69条2及び3項の定めに拠り、米国・日本双方は条約締結以前の原状に復す 

義務を負う。①基地の返還②1960年安全保障条約反対闘争で亡くなった樺美智子 

さんの生命の復原③ベトナム・ソンミ虐殺事件ほかベトナム侵略戦争において、殺 

戮したベトナム人民の生命の復原④湾岸戦争・アフガン戦争・イラク戦争において 

殺戮した人民の生命の復原⑤前述、戦争において、人々に負わせた障害・傷害の復 

原、特に枯葉剤・クラスタ－爆弾・劣化ウラン弾・白燐弾その他化学兵器使用ほか 

国際法違反に加害行為に起因するすべての傷害　⑤1960年以降、上記戦争に従軍 

し戦死した米軍ほか兵士の生命の復原⑥その他、破壊したすべての有機物・無機物 

の復原。 

・ 第71条1項（a）（b）の定めに拠り、米国・日本双方は一般国際法強行規範に違反 

する対テロ特別措置法ほかを無効にする＝執行しない義務を負う。 

12.「砂川事件・伊達判決」及び跳躍上告「田中耕太郎判決」について（事件番号：昭 

和34年（あ）第710号） 

1.一審の東京地裁（伊達秋雄裁判長）は、1959年3月30日に、 (1) 憲法9条は 

自衛権を否定するものではないが、自衛戦争も自衛のための戦力の保持も許さない、 

(2) わが国の安全保障は、国際連合の安全保障理がとる軍事的安全措置等を最低 

線とする、 (3) わが国が合衆国軍隊の駐留を許容することは、指揮権の有無等に 

かかわらず、憲法9条2項により禁止される陸軍・海軍・空軍その他の戦力の保持 
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に該当する、 (4) 合衆国軍隊の施設・区域の平穏が一般国民と同種法益よりも厚 

い保護を受ける合理的理由は存在しないとして、被告人全員に無罪の判決を言い渡 

した。この判決は「伊達判決」として知られる。【甲9号証-1】 

2.国務省・受信電報〔秘〕 

1959年4月24日午前2時35分受信〔日本時間は同日午後3時35分〕 

　 発信元・東京〔米大使館〕 

　 宛先・国務長官 

　 電報番号・2200、4月24日午後4時 

　 復唱情報・太平洋軍司令部、在日米軍司令部宛て 

3　最高裁は4月22日、最高検察庁による砂川事件の東京地裁判決の上告趣意書の 

提出期限を6月15日に設定した。これに対し弁護側は、その立場を示す答弁書を提出 

することになる。 

　　 外務省当局者が我々に知らせてきたところによると、上訴についての全法廷での 

審理は、おそらく7月半ばに開始されるだろう。とはいえ、現段階では決定のタイミ 

ングを推測するのは 無理である。私的な対話のなかで担当裁判長の田中〔耕太郎最高 

裁長官〕は大使に、本件には優先が与えられているが、日本の手続きで は審理が始まっ 

た あと、決定に到達するまでに少なくとも数カ月 （ a t least several months ） かか 

ると語った。【甲9号証-1・2・3・4】 

4. 検察官は最高裁に跳躍上告。同年12月16日、最高裁大法廷 

（裁判長・田中耕太郎長官） は、 (1) 憲法は自衛権を否定しておら 

ず、無防備・無抵抗を定めたものではなく、他国に安全保障を求める 

ことを禁じていない、 (2) 憲法9条2項で保持を禁止されている戦 

力とは、 「わが国が主体となって指揮権・管理権を行使できる戦力」 

をいい、駐留米軍はこれに該当しない、 (3) 日米安全保障条約の憲 

法適合性については「高度の政治性」を有することから、 「一見極 

めて明白に憲法違反無効」と認められない限り司法審査になじまない、 

(4) 安全保障条約は、憲法違反無効であることが一見極めて明白で 

あるとは到底認められないと判示して、一審判決を破棄し、東京地裁 

に差し戻した。差し戻し審で、被告人の罰金刑2000円が確定した（ 
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1963年12月7日）。なお、1968年12月、米空軍司令官は立川基地滑 

走路の延長計画中止を発表し、翌69年4月、 閣議で土地の収容認定 

が取り消された。結局、基地拡張は行われな かった。【甲9号証- 

1】 

5.民事訴訟法「裁判官の除斥： 

第23条 裁判官は、次に掲げる場合には、その職務の執行から除 

斥され る。」 

に拠り、マッカーサー駐日大使と田中耕太郎当該裁判長（最高裁長官）と私的な懇談を持 

てば、【甲1号証.・2号証】のように、「買収」または「脅迫」或いは「セビリ・たか 

り」があったと想像に難くない。それは結果＝判決が証明した。よって、除斥原因のある 

裁判官の関与した訴訟行為は、民事訴訟法上無効である。 

6.この司法最高責任者「田中耕太郎最高裁判所長官」の大罪に因り、日米安全保障条約 

を不動のものとし、米国及び米軍は、反共・反イスラム侵略戦争を企図し、1964年ベ 

トナム戦争8,137,000人・1991年湾岸戦争150,000人・2001年アフガン侵攻20,000 

人・イラク戦争 650,000人　合計8,957,000人を殺戮するに至った。 

7.総理大臣　岸信介　その弟　総理大臣　佐藤榮作　最高裁判所長官　田中耕太郎　は 

8,957,000人の死を一切引き受けなければならない。 

8.岸信介は、先の大戦A級戦犯として、アジア同胞2000万人以上・邦人同胞300万人以 

上 に対する「人道に対する罪」も含め、3000万以上の人々を殺戮した。 

２）「対テロ特別措置法」及び「対テロ特別措置延長法」について 

1. 米軍と一体化した軍事活動（後方支援・給油活動）は、国際連合憲章に違背す 

る武力行使で あるから、無効である。よって、当該軍事活動の根拠たる「対テロ特別措 

置法」及び 「対テロ特別措置延長法」は無効である。 

2. 米軍と一体化した軍事活動（後方支援・給油活動）は、国際連合安全保 

障理決議拡大解釈であり、一般国際法強行規範違反であるから、公序良俗に反し、 

無効である。よって、当該軍 事活動の根拠たる該「対テロ特別措置法」及び「対 

テロ特別措置延長法」は無効である。 
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3. 日本国憲法 

（昭和二十一年十一月三日憲法） 

　 日本国民は、正当に選挙された国会における代表者を通じて行動し、われらと 

われら の子孫のために、諸国民との協和による成果と、わが国全土にわたって自 

由のもたらす恵沢を確保し、政府の行為によつて再び戦争の惨禍が起ることのな 

いようにすることを決意し、ここに主権が国民に存することを宣言し、この憲法 

を確定する。そもそも国政は、国民の厳粛な信託によるものであつて、その権威は 

国民に由来し、その権力は国民の代表者がこれを行使し、その福利は国民がこれを 

享受する。これは人類普遍の原理であり、この憲法は、かかる原理に基くものであ 

る。われらは、これに反す る一切の憲法、法令及び詔勅を排除する。 

日本国民は、恒久の平和を念願し、人間相互の関係を支配する崇高な理想を深く自 

覚するのであつて、平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼して、われらの安全と 

生存を保持しようと決意した。われらは、平和を維持し、専制と隷従、圧迫と偏狭 

を地上から永遠に除去しようと努めてゐる国際社会において、名誉ある地位を占め 

たいと思う。われらは、全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏から免かれ、平和の 

うちに生存する権利を有することを確認する。 

　 われらは、いづれの国家も、自国のことのみに専念して他国を無視してはなら 

ないのであって、政治道徳の法則は、普遍的なものであり、この法則に従うことは、 

自国の主権を維持し、他国と対等関係に立とうとする各国の責務であると信ずる。 

　 日本国民は、国家の名誉にかけ、全力をあげてこの崇高な理想と目的を達成す 

ることを誓う。 

・ 以上から、『「政府の行為によって再び戦争の惨禍が起こることのないように決 

意」に反する「一切の憲法、法令及び詔勅を排除する。」するから、「対テロ特別 

措置法」及び「対テロ特別措置延長法」は無効である。 

第二章　戦争の放棄 

第九条 　日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し、国権の 

発動たる戦争と、武力による威嚇又は武力の行使は、国際紛争を解決する手段と 

しては、永久にこれを放棄する。 
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○２ 　前項の目的を達するため、陸海空軍その他の戦力は、これを保持しない。 

国の交戦権は、これを認めない。 

4. 国会議事録[001/003] 19 - 参 - 本会議 - 57 号 昭和29年06月02 日 

○鶴見祐輔君　私は、只今議題となった自衛隊の海外出動を為さざることに関する決議案 

について、その趣旨説明をいたさんとするものであります。先ず決議案文を朗読いたしま 

す。 

自衛隊の海外出動を為さざることに関する決議 

本院は、自衛隊の創設に際し、現行憲法の条章と、わが国民の熾烈なる平和愛好精神に照 

し、海外出動はこれを行わないことを、茲に更めて確認する。 

　　右決議する。（拍手） 

　以上を以て本決議案賛成の討論といたします。（拍手） 

○議長（河井彌八君）　過半数と認めます。よって本決議案は、可決せられました。（発 

言者多く、議場喧騒）静粛に願います。 

　只今の決議に対し、木村国務大臣より発言を求められました。木村国務大臣。 

　　　〔「総理を呼べ」「総理はどうした」と呼ぶ者あり、その他発言する者多し〕 

　　　〔国務大臣木村篤太郎君登壇〕 

○国務大臣（木村篤太郎君）　只今の本院の決議に対しまして、一言、政府の所信を申上 

げます。 

　 申すまでもなく自衛隊は、我が国の平和と独立を守り、国の安全を保つため、直接並 

びに間接の侵略に対して我が国を防衛することを任務とするものでありまして、海外派遣 

というような目的は持っていないのであります。従いまして、只今の決議の趣旨は、十分 

これを尊重する所存であります。（拍手） 

・以上から、国会決議に拠れば、自衛隊の海外自衛隊派遣の憲法違反性は明らかであり、 

当該「対テロ特別措置法」施行及び「対テロ特別措置延長法」施行は、「主権在民」 

（日本国憲法前文）「国権の最高機関たる国会」（日本国憲法第41条　国会は、 

国権の最高機関であって、国の唯一の立法機関である。） つまり決議された主権 

者の意思を蹂躙するものであるから無効である。 

5. 1965年10月16日、国会衆議院本会議議事録 

・小酒井義男議員質問「その六は、アメリカ政府から、わが国の自衛隊をベトナム 
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戦争に協力させるよう要請されたことはなかったか。要請があれば、現に韓国が自 

衛隊派遣しているように、これにこたえて、自衛隊をベトナムに派遣するつもりか、 

拒否するつもりか。」 

・ 総理大臣　佐藤榮作答弁「防衛問題については、昭和二十九年六月二日の自衛隊 

の海外自衛隊派遣は行なわないとの決議がございました。私も、この決議を尊重す 

る、かような立場にあることには変わりはございません。ことに、わが国の憲法が、 

国際紛争は武力によって解決しないのだと、武力使用を禁止しておりますし、また、 

自衛隊法自身も、自衛隊はわが国の防衛のためにその職責を果たすのだと、かよう 

な考え方が明確になっております。したがいまして、この二つの法律から、ただい 

まお尋ねになりましたような、自衛隊は、国際連合の要請に応じて海外に出て行く 

というようなことはありませんし、また、韓国における米軍が国際連合の名のもと 

に要請をいたしましても、これまた出動するようなことはございません。」「また、 

米 国政府からわが国に対して、 ベ トナム 戦 争に自衛隊を協力さすかどうかという 、 

かような要請を受けたことはございません。また、かような要請がございまして 

も、先ほど来申しますように、憲法に反するような事柄は明確に拒否する考えで 

ございます。」 

・上述、Ⅰ.総理大臣　佐藤榮作　片や、Ⅱ.①「対テロ特別措置法」（平成13 

年 ）②イラク特別措置法（平成15年法律第137号）③（平成18年12月法律118 

号）：総理大臣　小泉純一郎　Ⅲ.④改正イラク特別措置法（平成19年法律第101 

号）：総理大臣　安倍晋三　Ⅳ.⑤「対テロ特措延長法」（平成20年）： 総理大 

臣　麻生太郎　は、同じ日本国自由民主党の党首・総裁である。『日本国自由民主 

党の党首・総裁として為す「禁反言」は無効である。』しかも、その反言の本質は 

「自衛隊海外自衛隊派遣（武器所持）」とのⅰ.国際連合憲章禁止行為違反　ⅱ.一 

般国際法強行規範違反　ⅲ.日本国憲法前文違反及び９条違反である。よって、該 

「対テロ特別措置法」及び「対テロ特別措置延長法」は無効である。 

6. 憲 法第 6 5 条 　 行政権は、内閣に属する。 

　 第66条　内閣は、法律の定めるところにより、その首長たる内閣総理大臣及びその他 

の国務大臣でこれを組織する。 

２　内閣総理大臣その他の国務大臣は、文民でなければならない。 
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３　内閣は、行政権の行使について、国会に対し連帯して責任を負う。 

　 第72条　内閣総理大臣は、内閣を代表して議案を国会に提出し、一般国務及び外交関 

係について国会に報告し、並びに行政各部を指揮監督する。 

　 第73条　内閣は、他の一般行政事務の外、左の事務を行う。 

1．法律を誠実に執行し、国務を総理すること。 

2．外交関係を処理すること。 

3．条約を締結すること。但し、事前に、時宜によっては事後に、国会の承認を経 

ることを必要とする。 

4．法律の定める基準に従い、官吏に関する事務を掌理すること。 

5．予算を作成して国会に提出すること。 

6．この憲法及び法律の規定を実施するために、政令を制定すること。但し、政令 

には、特にその法律の委任がある場合を除いては、罰則を設けることができない。 

7．大赦、特赦、減刑、刑の執行の免除及び復権を決定すること。 

　 第74条　法律及び政令には、すべて主任の国務大臣が署名し、内閣総理大臣が連署す 

ることを必要とする。 

・Ⅰ.総理大臣　佐藤榮作　片や、Ⅱ.①「対テロ特別措置法」（平成13年 ）②イ 

ラク特別措置法 （平成15年法律第137号）③（平成18年12月法律118号）：総 

理大臣　小泉純一郎　 Ⅲ.④改正イラク特別措置法（平成19年法律第101号）： 

総理大臣　安倍晋三　Ⅳ.⑤「対テロ特 措延長法」（平成20年）： 総理大臣　麻 

生太郎　は、内閣総理大臣である。主権者たる国民及び納税者 約１億3000万人か 

ら憲法に保障する「平和的生存権」及び「基本的人権」の防衛・保護・庇護を付託 

された、最高責任者である。その最高責任者が為す「禁反言」は、信義誠実の則に 

反し、無効である。また、「自衛隊海外自衛隊派遣＝武力行使容認」目的からし 

て、公序良俗に反し、無効である。 

7. 憲法第30条　「国民は、法律の定めるところにより、納税の義務を負 

う。」 に拠る、「日米安全保障条約無効」「自衛隊海外派遣無効」について 

I.憲法前文　「日本国民は、正当に選挙された国会における代表者を通じて行動 
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し、われらとわれらの子孫のために、諸国民との協和による成果と、わが国全土に 

わたつて自由のもたらす恵沢を確保し、政府の行為によつて再び戦争の惨禍が起る 

ことのないようにすることを決意し、 ここに主権が国民に存することを宣言し、 

こ の憲法を確定する。 そ もそも国政は、国民の厳粛な信託によるものであって、そ 

の権威は国民に 由来し、その権力は国民の代表者がこれを行使し、その福利は国 

民がこれを享受する。これは人類普遍の原理であり、この憲法は、かかる原理に基 

く ものである。われらは、 こ れに反する一切の憲法、法令及び詔勅を排除する。 」 

II. 第65条　行政権は、内閣に属する。 

III. 第67条　内閣総理大臣は、国会議員の中から国会の議決で、これを指名する。 

この指名は、他のすべての案件に先だって、これを行う。 

IV. 憲法第85条　国費を支出し、又は国が債務を負担するには、国会の議決に基 

くことを必要とする。 

V.民法　第一章　通則 

（基本原則） 

第一条 　私権は、公共の福祉に適合しなければならない。 

２ 　権利の行使及び義務の履行は、信義に従い誠実に行わなければならない。 

３ 　権利の濫用は、これを許さない。 

VI. 第十節　委任 

（委任） 

第六百四十三条 　委任は、当事者の一方が法律行為をすることを相手方に委託し、相手 

方がこれを承諾することによって、その効力を生ずる。 

（受任者の注意義務） 

第六百四十四条 　受任者は、委任の本旨に従い、善良な管理者の注意をもって、委任事 

務を処理する義務を負う。 

（受任者による報告） 

第六百四十五条 　受任者は、委任者の請求があるときは、いつでも委任事務の処理の状 

況を報告し、委任が終了した後は、遅滞なくその経過及び結果を報告しなけ ればならな 

い。 

VII. 公職選挙法　第一章　総則 
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（この法律の目的） 

第一条 　この法律は、日本国憲法 の精神に則り、衆議院議員、参議院議員並びに地方公 

共団体の議会の議員及び長を公選する選挙制度を確立し、その選挙が選挙 人の自由に表 

明せる意思によって公明且つ適正に行われることを確保し、もって民主政治の健全な発達 

を期することを目的とする。 

（この法律の適用範囲） 

第二条 　この法律は、衆議院議員、参議院議員並びに地方公共団体の議会の議 員及び長 

の選挙について、適用する。 

（公職の定義） 

第三__________条 　この法律において「公職」とは、衆議院議員、参議院議員並びに地方公共団体 

の議会の議員及び長の職をいう。 

　以上から、主権者である我々国民から選挙を通じて信託を受け、行政権を執行す 

る内閣総理大臣は、「委任の本旨に従い、善良な管理者の注意をもって、委任事務 

を処理する義務を負う」。「（我々）国民は、法律の定めるところにより、納税の 

義務を負う。」を履行するにあたり、 この憲法に反する一切の憲法、法令及び詔 

勅に因る国の支出（債務負担行為、 支出負担行為 ）を排除するし、委任しない。 

該委任事務につき、一般国際法強行規範違反及び憲法違反である「日米安全保障条 

約」「対テロ特別措置法」に因る国の支出は、「民法　第一条 ２ 　権利の行使及 

び義務の履行は、信義に従い誠実に行わなければならない。」 に違反し無効であ 

る。また、1960年6月15日「日米安全保障条約強行採決」2008年1月11日・2008 

年12月12日、「新テロ対策特別措置法改正案衆議院再可決」は「民法　第一条 

３ 権利の濫用であり、無効である。」 

３） 対テロ特別措置法ほかに基づくインド洋米軍ほかに対する給油活動及びソマリア沖 

海上自衛隊派遣について 

1. 当該自衛隊派遣は、自衛隊員が有する「平和的生存権」を侵害・毀損する。 

2008年12月、衆議院で再可決された、対テロ新特措延長法が目的とする、米軍に 

対する給油は、米軍が実施している対イラク・対アフガニスタンへの軍事行動支援 

であるから、米軍と一体となった武力行使である。2008年4月17日、名古屋高裁 
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判決は「米軍と一体となった軍事行動は武力行使であるから憲法違反である。」と 

判決した。 

2. 自衛隊員にとって、国際連合憲章に規定された「個別的自衛権発動」以外の 

任務（つまり海外任務）は、日本国憲法上も、自衛隊法上も、一切の法定・法治が 

ない。また、国自ら「集団的自衛権」の発動は否定している。従って「対テロ新特 

別措置法」に基づく海外任務において、自衛隊員は一切の憲法上の保護がない状態 

に置かれている。国曰く「自衛隊は軍隊ではない」から、唯一海外においては「ひ 

とりの日本国民であること」に拠る、憲法上の保護が優先する。従って、国は自衛 

隊に就職した国民に対し、「武力を行使」させ、「軍隊と同等の危険な任務に従事 

させること」はできない。 

3. インド洋派遣・ソマリア沖海上自衛隊派遣とも、武器携行・武器帯同行動で 

あるから。危険は回避できない。当該派遣は、国が為す、自衛隊勤務者が有する 

「平和的生存権」及び下記憲法条文「基本的人権」の直接的毀損・違反にあたる。 

　　 日本国憲法 

第十条 　日本国民たる要件は、法律でこれを定める。 

第十一条 　国民は、すべての基本的人権の享有を妨げられない。この憲法が国民に保障 

する 基本的人権は、侵すことのできない永久の権利として、現在及び将来の国民に与え 

られる。 

第十二条 　この憲法が国民に保障する自由及び権利は、国民の不断の努力によって、 こ 

れを保持しなければならない。又、国民は、これを濫用してはならないのであって、常に 

公共の福祉のためにこれを利用する責任を負う。 

第十三条 　すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福追求に対する 国 

民の権利については、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で、最大の尊重 

を必要とする。 

第十四条 　すべて国民は、法の下に平等であって、人種、信条、性別、社会的身分又は 

門地により、政治的、経済的又は社会的関係において、差別されない。　　　 

第三十一条 　何人も、法律の定める手続によらなければ、その生命若しくは自由を奪わ 

れ、 又はその他の刑罰を科せられない。 

・ 上述憲法違反は名古屋高裁「イラク自衛隊派遣憲法違反訴訟」における判決 
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文において、紛れもない事実であるから、対テロ新特別措置法は無効である。よっ 

て、この法律の本旨たる自衛隊海外任務・活動を即刻停止するとともに、該当予算 

執行を即刻差止よ。 

４） 日米安全保障条約及び対テロ特別措置法に基づく米軍及び自衛隊海外軍事行動に因 

る「平和的生存権」侵害・毀損について 

1. 上述１）項から３）項に適示したように、米国は1950年：朝鮮戦争を引き 

金として、1964年：トンキン湾事件を捏造し、ベトナム戦争に突入していった。 

そして、今も軍産複合体＝死の商人の意を受け、アフガン・イラク・イスラエルに 

と直接・間接の軍事介入・武力行使を行っている。その枢要にあり基幹となる日米 

安全保障条約は、正に「大量殺戮の強力なエンジン」である。日米安全保障条約を 

基礎に米国が起こした戦争に因る戦死者は八百九十五万七千人に達する。 

（1964年ベトナム戦争8,137,000人・1991年湾岸戦争150,000人・2001年アフガ 

ン侵攻20,000人・イラク戦争650,000人　合計8,957,000人） 

2. 1960年日米安全保障条約締結時における「詐欺・買収」締結の事実以降、 

綿々と続き、更に、今日の米軍と自衛隊とが一体となった武力行使は拡大の一途で 

ある。名古屋高裁判決において明示された『加害者としての「平和的生存権」侵害 

に因る損害賠償請求権を原告は行使する。 

3. その精神的苦痛は50年の永きに亘るから、慰謝料は5万円を下らない。 

4. また、前述、戦争加担行為は、『憲法第30条に明記される「納税義務」か 

ら演繹される合憲行為にしか納税しないという、原告が有する「健全な納税権利」 

を毀損する。』 

よって、該侵害行為に対し、5万円を慰謝料として請求する次第である。 

5. 　.思いやり予算「日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障 

条約第六条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する 

協定第二十四条についての新たな特別の措置に関する日本国とアメリカ合衆国との 

間の協定」は以下のように、すでに出費済みである。 

・ 1978 年 62億円・1979 年 280億円・1980 年 374億円・1985 年 807億円・ 

1990 年 1680億円・1995 年 2714億円・2000 年 2567億円・2001 年 2573億円・ 
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2002 年 2500億円・2003 年 2460億円・2004 年 2441億円・2005 年 2378億円・ 

2006 年 2326億円・2007 年 2173億円・2008年（予算） 2083億円 合計2兆7418 

億円 になる。 

・ 2兆7418億円　÷　総人口は1億2777万人+在留外国人215万（2006年）＝ 

1億2992万人（日本居留直接税・間接税納税者数）　≒　2万円　（1人当たり） 

以上、2万円返還請求を、健全な（憲法遵守事案）支出にしか納税しない権 

利（憲法第30条）侵害に対する慰謝料請求に変換して、前記「平和的生存 

権毀損に因る慰謝料と合算の上、7万円とし慰謝料請求とする。 

・ 憲法第17条・国家賠償法第1条・民法第709条・同法第710条に拠り、被 

告＝国は原告に対し、7万円を支払え。 

【結語】 

1. 1960年、「総理大臣が買収されて」締結された日米安全保障条約と、1959 

年、「最高裁判所長官が買収または強迫されて」蹂躙・棄却された「日米安全保 

障条約憲法違反判決」に因り、そして何よりも自らの納税に因り、私たちは八百 

九十五万七千人（四百九十人/１日）を戦火で殺し、その幾数倍の人々に苦痛・傷 

害・障害を与えました。　今、この瞬間も殺し続けています。傷つけています。 

2. 後世に問わずとも、この『国権における行政・司法双方の最高責任者の 

「汚辱」がなければ、そして最高責任者として、また日本人として、米国の暴走 

を赦さない「矜持」があれば、八百九十五万七千人は死ななかった。』と断言し 

ます。 

3. 既に、世界中の人々が知っています。『「日本の財布」で「米国の武器」 

が火を噴くことを』次には、『「日米の軍隊が一緒」になって、あらゆる口実を 

見つけ、新型兵器の試し撃ち場所を探していることを』 

4. 最高裁判所長官が犯した罪と汚辱は、司法自身が償い、そして払拭すべき 

です。 

万民が希求する、また司法の根源的作用である「戦争放棄＝殺戮放棄」に基づき、 

（憲法前文）政府の行為によって再び戦争の惨禍が起ることのないよう、われら 

とわれらの子孫のために、最善かつ賢明な御判断を求めます。__ 

準 備 書 面 （1） 

  

1. 一国民が為す、条約に対する異議申し立て権について 

  

憲法の規定 

第32条 

何人も、裁判所において裁判を受ける権利を奪はれない。 

No person shall be denied the right of access to the courts. 

裁判を受ける権利とは、日本国憲法に定められた基本的人権の一つであり、国務請求権の一つである。誰もが裁判所による裁判を受けられること、また裁判所以外の権力による裁断を禁じた条項でもある。 
国務請求権とは、国民が国家に作為を要求する権利を指す。国務要求権また、受益権とも言う。 

国民が有する「国務要求権」あるいは「受益権」は、国民が国家の活動を要求することができる積極的な地位である。 

第76条 すべて司法権は、最高裁判所及び法律の定めるところにより設置する下 級裁判所に属する。 

   ２ 特別裁判所は、これを設置することができない。行政機関は、終審として裁判     を行ふことができない。 

３ すべて裁判官は、その良心に従ひ独立してその職権を行ひ、この憲法及び法律 にのみ拘束される。 

  

第77条 最高裁判所は、訴訟に関する手続、弁護士、裁判所の内部規律及び司法 事務処理に関する事項について、規則を定める権限を有する。 

２ 検察官は、最高裁判所の定める規則に従わなければならない。 

３ 最高裁判所は、下級裁判所に関する規則を定める権限を、下級裁判所に委任す   ることができる。 

  

 以上から 

I.                 本件、日米安保条約に対する「無効確認訴訟」は憲法に保障された原告の基本的人権の具体的表現であるから、裁判所法以下どんな法律・法令・国家権能も、該権利を剥奪・毀損できない。 

  

準 備 書 面 （２） 

  

1）この訴訟の目的は、 

1. 戦争の根絶。その基底を構成する軍事同盟＝日米安保条約の破棄。 

2. 憲法前文及びで保障された「平和的生存権」（加害者としての戦争忌避・被害者としての戦争忌避）の実際的・具体的獲得。 

である。 

  



  

総会は、戦争犯罪及び人道に対する罪に対する時効の不適用に関する条約案を検討し、戦争犯罪及び人道に対する時効の不適用に関する条約を採択し、且つ署名、批准及び加入のために開放する。本条約の全文は本決議に付属する。 

前文 本条約当事国は、戦争犯罪人の引渡し及び処罰に関する国際連合総会の１９４６年２月１３日付決議３（Ｉ）及び１９４７年１０月３１日付決議１７０（ＩＩ）、ニュールンベルグ国際軍事裁判所条約及び同裁判所判決により認められた国際法の諸原則を確認する１９４６年１２月１１日付決議９５（Ｉ）、並びに一方では原住民の経済的及び政治的権利の侵害を、他方ではアパルトヘイト政策を人道に対する罪として明白に非難した総会の１９６６年１２月１２日付決議２１８４（ＸＸＩ）及び１９６６年１２月１６日付決議２２０２（ＸＸＩ）を想起し、戦争犯罪人及び人道に対する罪を犯した者の処罰に関する国際連合経済社会理事会の１９６５年７月２８日付決議１０７４Ｄ（ＸＸＸＩＸ）及び１９６６年８月５日付決議１１５８（ＸＬＩ）を想起し、戦争犯罪及び人道に対する罪の訴追及び処罰に関するいかなる正式の宣言、文書又は条約も時効について規定していなかったことに注目し、戦争犯罪及び人道に対する罪が国際法における最も重大な犯罪に属することを考慮し、戦争犯罪及び人道に対する罪の効果的処罰がこれらの犯罪の防止、人権及び基本的自由の保護、諸人民間の信頼の奨励と協力の推進、並びに国際の平和と安全の促進における重要な要素であることを確信し、通常の犯罪の時効に関する国内法規則の戦争犯罪及び人道に対する罪への適用はこれらの犯罪に対し責任を負う者の訴追及び処罰を妨げるがゆえに、世界世論にとって重大な関心ごとであることに注目し、戦争犯罪及び人道に対する罪にとって時効は存在しないという原則を、本条約を通じて、国際法において確認し、並びにその普遍的適用を確保することが必要かつ時宣に適ったものであることを認め、次のとおり協定した。第一条「戦争犯罪及び人道に対する罪の定義」次の犯罪にはその犯行の時期に関係なく時効は適用されない。（ａ）１９４５年８月８日のニュールンベルグ国際軍事裁判所条例において定義され、かつ国際連合総会の１９４６年２月１３日付決議３（Ｉ）及び１９４６年１２月１１日付決議９５（Ｉ）により確認された戦争犯罪、特に戦争犠牲者保護のための１９４９年ジュネーヴ諸条約に列挙された「重大な違反」。（ｂ）戦時に犯されたか平時に犯されたかを問わず人道に対する罪、それは、１９４５年８月８日のニュールンベルグ国際軍事裁判所条例において定義され、かつ国際連合総会の１９４６年２月１３日付決議３（Ｉ）及び１９４６年１２月１１日付決議９５（Ｉ）により確認された人道に関する罪、武力攻撃又は占領による追立て及びアパルトヘイト政策に基づく非人道的行為、並びに１９４８年の集団殺害罪の防止及び処罰に関する条約において定義された集団殺害罪。右の行為はその犯行の行われた国の国内法の違反を構成するか否かを問わない。第２条「主犯者、共犯者」第１条にあげられたいずれかの犯罪が犯される場合、本条約の規定は、完成の程度に拘わらず、主犯者又は共犯者として、これらのいずれかの犯罪の犯行に参加し又は他の者を直接教唆し、若しくはその犯罪を共謀する国家当局の代表及び私的個人に、そしてこれらの犯行を許容する国家当局の代表者に適用される。第３条「引渡し」本条約当事国は、本条約第２条にあげられた者の国際法に従った引渡しを可能ならしめるため、立法その他必要なすべての国内措置を執ることを約束する。第４条「立法その他の措置」本条約当事国は、時効又は他の制限が本条約第１条及び第２条にあげられた犯罪の訴追及び処罰に適用されないこと、及びそのような制度がもし存在すれば廃止されることを確保するために必要な立法または他の措置を、それぞれの憲法上の手続きに従って、執ることを約束する。採択    １９６８年１１月２６日（国連総会決議２３９１（ＸＸＩＩＩ）効力発生  １９７０年１１月１１日日本政府は上記決議を棄権しています。 

このような司法の被従属的な定義付けと、三権すべての統帥権を天皇に集中させたことから、軍部の独走を止めることができず、不幸極まりない戦乱を引き起こした。【甲第13号証】 
  

この司法権が軍部の独走を阻止できなかった深い反省に立ち、日本国憲法に「三権分立」は明文化し構成されたものである。 

  

また一方、同じ「国連憲章：旧敵国条項適用国」であるドイツは、軍部独走の反省を「憲法裁判所」に結実させ、ドイツ連邦共和国基本法における抽象的規範統制、具体的規範統制

 HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E6%86%B2%E6%B3%95%E7%95%B0%E8%AD%B0&amp;action=edit&amp;redlink=1" 、憲法異議

 HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E9%80%A3%E9%82%A6%E5%88%B6%E7%9A%84%E7%B4%9B%E4%BA%89&amp;action=edit&amp;redlink=1" 、連邦制的紛争を取り扱っている。【甲第14号証】 

  

1. 昭和４８年９月７日、札幌地方裁判所（福島重雄裁判長）は自衛隊を軍隊と断定し、防衛庁設置法、自衛隊法についても憲法に違反すると判決した。 

  

その一節に拠れば、『「統治行為」論を一般的には否定しないものの、憲法81 条に基づいて裁判所が違憲審査権を積極的に行使すべき場合の要件として、次の三つを挙げている。①「憲法の基本原理に対する黙過することが許されないような重大な違反の状態が発生している疑いが生じ」、②「その結果、当該争訟事件の当事者をも含めた国民の権利が侵害されまたは侵害される危険があると考えられる場合」、③「裁判所が憲法問題以外の当事者の主張について判断することによってその訴訟を終局させたのでは、当該事件の紛争が根本的に解決できないと認められる場合」である。このうち、②について「原告らの平和的生存権…侵害のおそれが生じていると疑われる」ことを挙げて、憲法判断に踏み切った。』 

当該争訟は、この判決①、②、③項いずれにも該当する。 

  

すなわち、『①「憲法の基本原理に対する黙過することが許されないような重大な違反の状態が発生している疑いが生じ」＝本件安保条約に基づき、ベトナム戦争・アフガン戦争・イラク戦争等の「国連憲章違反」「一般国際規範違反」「人道に対する罪」が既遂され、②「その結果、当該争訟事件の当事者をも含めた国民の権利が侵害されまたは侵害される危険があると考えられる場合」＝沖縄・岩国ほか本件安保条約・地位協定に因る基地問題（核弾頭持込事実・米兵による破廉恥犯罪・軍用機事故）及び「イラク派兵差止訴訟判決」（名古屋高裁・岡山地裁）によって、「平和的生存権侵害」認定事実があり、③「裁判所が憲法問題以外の当事者の主張について判断することによってその訴訟を終局させたのでは、当該事件の紛争が根本的に解決できないと認められる場合」＝Ⅰ.1959年砂川事件「田中耕太郎判決類推」自衛隊違憲 Ⅱ.「イラク派兵差止訴訟判決」・「米軍と一体となった軍事行動違憲判定」の司法判断にも拘わらず、 

被告・国が、司法判断と主権者・国民の「憲法9条を護れ」との声を無視して、本件安保条約に基づく「日米韓集団的自衛権行使」及び「ソマリア沖海上自衛隊派兵」を強行・既遂事実により、憲法76条・81条に拠り、当訴訟以外では救済の方法が遮断・途絶されるため、』 

御庁は確固たる司法判断と司法権を執るべきである。 

  

2008年4月、名古屋高裁青山「憲法９条違反」判決に対し、航空自衛隊幕僚長・田母神 俊雄に「そんなの関係ねえ！」と言わしめ、同類の司法無視・軽視発言を繰り返えす為政者：自民党・公明党政権の「ソマリア派兵」「海外恒久派兵法制定」等の、反遵法政策・軍事傾斜政策は、まずは司法権に対する挑戦行為であるし、靖国神社に祀られた戦死者を含む、過去の戦争被害者の尊厳を蹂躙する行為である。 

原告は、国家が為す戦争行為に較べ、天文学的に弱者である個人の尊厳に掛けて、本件訴訟を提起している。 

  

御庁におかれましても、「司法の尊厳にかけて」、戦争抑止力を発揮して戴きたく、お願い申し上げます。 

＊長沼事件：福島判決・砂川事件：伊達判決及び田中判決・イラク派兵差止訴訟：青山判決・イラク派兵差止訴訟：近下判決を基礎に、また田中耕太郎最高裁長官・裁判長密約事実を真摯に見つめ、訴訟指揮をお願いする次第であります。＊ 

  

2. 砂川事件最高裁大法廷判決 

日本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条約第３条に基づく行政協定に伴う刑事特別法違反被告事件昭和３４年（あ）七７１０号同１２月１６日大法廷判決文 

I. 「ところで、本件安全保障条約は、前述のごとく、主権国としてのわが国の存立の基礎に極めて重大な関係をもつ高度の政治性を有するものというべきであって、その内容が違憲なりや否やの法的判断は、その条約を締結した内閣およびこれを承認した国会の高度の政治的ないし自由裁量的判断と表裏をなす点がすくなくない。それ故、右違憲なりや否やの法的判断は、純司法的機能をその使命とする司法裁判所の審査には、原則としてなじまない性質のものであり、従って、一見極めて明白に違憲無効であると認められない限りは、裁判所の司法審査権の範囲外のものであって、それは第１次的には、右条約の締結権を有する内閣およびこれに対して承認権を有する国会の判断に従うべく、終局的には、主権を有する国民の政治的批判に委ねられるべきものであると解するを相当とする。そして、このことは、本件安全保障条約またはこれに基く政府の行為の違憲なりや否やが、本件のように前提問題となっている場合であると否とにかかわらないのである。」とする。 

  

田中耕太郎最高裁長官・裁判長曰く「一見極めて明白に違憲無効であると認められない限りは、裁判所の司法審査権の範囲外のものであって、」の論を援用するとすれば、「イラク派兵差止訴訟名古屋高裁判決において「米軍の軍事行動と一体となった活動は武力行使であり、憲法違反」と判決したのだから、「当該争訟は、一見極めて明白に違憲無効＝米軍軍事行動と一体となった日米安保条約であると認められるから、裁判所の司法審査権の範囲内のものであって、」と素直に換言できる。よって、御庁は、証拠に忠実に訴訟追行・指揮しなければならない。 

  

「そこで、右のような憲法９条の趣旨に即して同条２項の法意を考えてみるに、同条項において戦力の不保持を規定したのは、わが国がいわゆる戦力を保持し、自らその主体となってこれに指揮権、管理権を行使することにより、同条１項において永久に放棄することを定めたいわゆる侵略戦争を引き起こすがごときことのないようにするためであると解するを相当とする。従って同条２項がいわゆる自衛のための戦力の保持をも禁じたものであるか否かは別として、同条項がその保持を禁止した戦力とは、わが国がその主体となってこれに指揮権、管理権を行使し得る戦力をいうものであり、結局わが国自体の戦力を指し、外国の軍隊は、たとえそれがわが国に駐留するとしても、ここにいう戦力には該当しないと解すべきである。」 

2. 【被告提出乙第1号証】東京高裁平成16年4月22日判決に対する反論 
「イ 次に，控訴人らの主張する納税者基本権について検討する。 

そもそも控訴人■ほか3名の主張する納税者基本権についても，先に検討した平和的生存権と同様，その内実が一義的で明確なものとはいえず，その実定法上の根拠もない。控訴人■■ほか3名が根拠として主張する憲法30条は国会で議決された法律に基づくことなく租税を徴収されることがないことを定め，憲法83条，85条，86条等は国の財政を処理する権限が国会の議決に基づくことを要する旨規定しているが，これらの規定は，国民の納税義務を定めるとともに，国の財政処理や国費の支出につき国会を通じて行うべきであることを明らかにしているものであって，一方，国費の支出それ自体や国費の支出に係る個々の施策について納税者たる国民が納税者たる資格に基づいて直接その是非を争い得る制度については，憲法は何らの規定を置かず，実定法上にもそのような定めはない。したがって，これらの規定をもって直ちに国民に一定の権利を賦与し，又は保障するものとはいい難く，納税者個人に同控訴人らが主張するような内容の具体的な権利ないし権限あるいは利益が付与されていると解することはできない。」 

  

1. この判決について反論する。 

憲法前文前段 

「日本国民は、正当に選挙された国会における代表者を通じて行動し、われらとわれらの子孫のために、諸国民との協和による成果と、わが国全土にわたつて自由のもたらす恵沢を確保し、政府の行為によつて再び戦争の惨禍が起ることのないやうにすることを決意し、ここに主権が国民に存することを宣言し、この憲法を確定する。そもそも国政は、国民の厳粛な信託によるものてあつて、その権威は国民に由来し、その権力は国民の代表者がこれを行使し、その福利は国民がこれを享受する。これは人類普遍の原理であり、この憲法は、かかる原理に基くものである。われらは、これに反する一切の憲法、法令及び詔勅を排除する。」 

【要約】 

〈憲法骨子〉 

（1） 代議員制 

（2） 世界協和と国際協調 

（3） 自由と恒久不戦 

（4） 主権在民 

（5） 国民の厳粛な信託による国政 

（6） 主権在民＝国民主権の普遍原理性 

（7） 国民主権に背く法・憲法の排除 

  

A) 「平和的生存権」と「納税者基本権」（戦争に対する強力な抗弁の権利）について 

  

1. 過去の15年戦争において、3000万人が亡くなるという「加害的・国家的反省」に立って、国家そして国民としての、恒久不戦誓約を日本国憲法前文及び9条ほかで明文化した。その根源・法源は、上述、東京高裁判決に明記するように「主権在民」を基底とした「平和的生存権」「幸福追求権」そして、「主権在民国家」を唯一下部構造として、支持・維持する「憲法30条＝納税者基本権」である。我々の納税に拠り、「主権在民国家」権能が遅滞せず機能している。 

  

以上から、「国民主権＝納税者基本権」を根拠とした「日米安保条約無効申立権」及び「当該予算執行差止権」は、憲法前文で謳う「国民主権」に属性として内在する基本的人権の発露・表現にほかならない。 

  

「そもそも国政 は、国民の厳粛な信託によるものてあつて、その権威は国民に由来し、その権力は国民の代表者がこれを行使し、その福利は国民がこれを享受する。これは人類普遍の原理であり、この憲法は、かかる原理に基くものである。われらは、これに反する一切の憲法、法令及び詔勅を排除する。」との原理は、 

上記、被告・乙1号証：高裁判決に云う「誰かから、賦与される権利・下賜される権利・付与される利益」との論を排除する。 

よって、明文規定がないことに因る、「却下・棄却」との訴訟指揮・判断は、原告ほか「国民主権」者から憲法71条及び91条に拠り、御庁に信託・賦与された、権能・職務の怠慢であり、司法の不作為である。 

  

2. 【甲8号証・9号証】に明らかな如く、1959年「砂川事件・伊達判決」に対する、米国の露骨な司法への干渉の結果、逆転「田中耕太郎判決」が、直接に、日本が米軍・ベトナム戦争の兵站・基地となる道を拓き、900万人もの人々を殺戮する事態を惹起せしめた。 

  

このことの反省に立てば、御庁は、憲法99条に忠実でなければならないし、憲法前文及び9条の精神「恒久不戦」を究極目標とした「法の欠缺」を埋める義務がある。 

  

「付随的違憲審査権」「法益なし」「原告適格なし」との訴訟手続論に因る排除から脱して、明確な裁定の上、立法府に立法措置を附して戴きたい。 

  

3.  上述、名古屋イラク訴訟判決において明文化された「平和的生存権に具体的請求権あり」及び岡山イラク訴訟判決において、「徴兵拒絶権、良心的兵役拒絶権、軍需労働拒絶権等の自由権的基本権」として明確化された。直接戦争従事者・当事者に属する「平和的生存権」に基づく具体的権利行使が担保されたことから、「納税行為に因り、戦争・武力行使に加担する」原告らにも、「戦争及び加担行為納税拒否権」の正当性・法理性が導き出される。仮にまた、そうでないとすれば、憲法14条「法の下の平等」に反する裁定となる。 

  

4. 「納税者基本権」について 

  

憲法第29条 
財産権は、これを侵してはならない 

２   財産権の内容は、公共の福祉に適合するやうに、法律でこれを定める。 

３   私有財産は、正当な補償の下に、これを公共のために用ひることができる。 

  
第30条 

国民は、法律の定めるところにより、納税の義務を負ふ。 

  

第90条 
国の収入支出の決算は、すべて毎年会計検査院がこれを検査し、内閣は、次の年度に、その検査報告とともに、これを国会に提出しなければならない。 

２  会計検査院の組織及び権限は、法律でこれを定める。 

  

第94条           
  地方公共団体は、その財産を管理し、事務を処理し、及び行政を執行する権能を有し、法律の範囲内で条例を制定することができる。 

  

1. 憲法前文「主権在民」「国民主権」に従えば、「納税は、自らの財産権（自己の所有になる金銭）を国家・行政府に信託・預託する行為である。（財産権の譲渡・売買ではない） 

原告の納税行為に対し、憲法前文で「その権力は国民の代表者がこれを行使し、その福利は国民がこれを享受する。」と明記し、直接・間接の被受益権が滅失しないことによっても、財産権の譲渡行為ではなく、信託・預託行為であると言うことができる。 

  

また、自らの財産権の信託・委任に対する「財産管理義務・使途監査権」の具体的態様が地方自治法に保障された「住民監査請求権」である。 

  

国・司法は「納税者基本権」明文規定がないことを理由に、「住民監査請求」に該当する「国に対する異議申し立て権」を否定及び不採用にしてはならない。憲法が謳う「主権在民」のもうひとつの態様である「地方自治」に盛られた憲法精神を、国の行政レベルでも、「法の欠缺」を満たし、既判力として蓄積すべきである。 

  

2. 従って、原告が納税した税金は、自らの意思に反し、（被告・国が為した、公然・非公然の米軍に対する資金援助によって）たとい、ベトナム戦争時の枯葉剤爆弾に・イラク戦争のクラスター爆弾または劣化ウラン弾に、或いは白リン弾に、米軍兵士輸送用物資に、ソマリア沖海上警備行動における武力行使の弾丸に、形を変えたとしても、あくまでも、原告の財産権の一部・態様であることに変わりはない。 

  

憲法前文「主権在民」に基づき、憲法30条規定「納税義務」を行使した、自らの財産が、直接・間接に、とりわけ「戦争弱者」である子供たち・老人たち・女性たちを大量殺戮した事実は、厳然としている。 

国は憲法29条に基づき、原告ほか国民の財産権を侵すことが出来ないし、保護・滅失させないことを義務とする。原告は、自己の財産権の使途・処分を、国連憲章違反・一般国際法強行規範違反・憲法違反である「戦争・武力行使・殺戮」行為に委託した覚えも意思もない。 

  

国民主権に基づく税金の使途が、「ベトナム戦争ほか戦争に使われていない事実、イラク・バグダッドほかでの市民を殺戮した砲弾・弾丸になってない事実」との立証責任は被告・国が負っている。（1972年、沖縄返還に際する、債権債務不明＝権利関係がデタラメな「米国に対する支出金密約」：毎日新聞・西山太吉記者スクープ事件ほかを被告・国は証拠隠滅・情報隠蔽した事実がある。） 

  

3. 以上、「納税者基本権」は被告・乙号証判例が云う「外在的・付与的権利」ではなく、憲法30条を根拠にして為す納税に密接不可分に属する、財産権に関する内在的権利である。 

  

4. 安保条約、特に日米地位協定に定める現実の権利法律関係は、三沢・横田・厚木・横須賀・岩国・沖縄基地周辺ほか、日本全土に、甲15号証「厚木基地ジェット機墜落事故」に適示する危険・危害が存在する。このことは、抽象的違憲論でもなく、現実的に当該裁判によってしか法的救済ができない、人命に関わるそして財産権に関わる、法的利益に密接する訴えである。 

  

002/002] 38 - 衆 - 本会議 - 21号 
昭和36年03月28日 

日本税法学会は、昨年秋、この通則法案の動きに対して総会を開きまして、痛烈な批判を議決して政府に申し入れました。その一節を引用しますと、「国民主権のもとにおける税法は、主権者たる国民のための税法でなければならないのであって、税務行政権力のための税法であってはならない。真の国民のための税法としての租税基本法は、課税の領域における国民の財産権を保障するという税法の民主主義的な目的に適合するものであり、租税正義を実現し、かつ、租税法定主義に徹したものでなければならない。租税の法治国家形成として、税法に関する学説及び判例が積み重ねられた上で、世界に誇る租税基本法の制定を希望する。」と言っておるのであります。 

[001/001] 40 - 参 - 大蔵委員会 - 23号 
昭和37年04月02日 

○茂串政府委員　これは御案内のとおりでございまして、憲法では第八十四条に租税法定主義の原則を定めておるわけでございます。その趣旨といたしますところは、現在の日本国憲法が基本理念といたしますところの国民主権の理念というものに発しまして、国権に基づいて租税を賦課徴収する場 

合におきましては、国の唯一の立法機関でありますところの国会の決定によることを原則とするという趣旨でございます。 

[001/004] 82 - 参 - 運輸委員会公聴会 - 1号 
昭和52年11月21日 

憲法八十三条には、「国の財政を処理する権限は、国会の議決に基いて、これを行使しなければならない。」とあります。これは財政処理の一般原則と呼ばれているものでございまして、財政処理を国民の代表から成る国会の監督のもとに置くという近代立憲政治の中心課題でございます。この財政処理の原則を受けまして、憲法八十四条には、「あらたに租税を課し、又は現行の租税を変更するには、法律又は法律の定める条件によることを必要とする。」と定められております。つまり租税の新設及び税制の変更は、命令などによるのではなく、法律の形式によって国会の議決を要するという、いわゆる租税法律主義をうたっているわけでございます。近代的財政立憲主義では、代表がなければ課税はないということわざが示しているとおりでございます。 

  

４） 原告の被法益侵害の訴え 

1. 以上のように憲法前文「平和的生存権」および同13条「幸福追求権」・9条「思想の自由権」は、裁判規範を持つ具体的権利である。 

原告は「他国の民衆への軍事的手段による加害行為と関わることなく、自らの平和的確信に基づいて平和に生きる権利」が侵害されていると再度訴える。そして軍事力の行使を日本国民、市民に強制している「日米安保条約」及び「地位協定」今でも存在する「刑事特別法」の無効を確認することによってのみ、殺人幇助・人道に対する罪から贖罪される。 

  

2. 主権在民の効果は以下を導き出す。ベトナム戦争加担行為最終責任者：総理大臣佐藤 榮作・イラク戦争加担行為最終責任者：総理大臣 小泉 純一郎は原告ら主権者の代理人代表である。民法を援用すると、代理人の為した「法律行為」＝殺戮・人道に対する罪の責はわれら主権者が負わなければならない。この責任は上述のように「不遡及不適用」に該当し、該安保条約により、発動された戦争行為は（ベトナム戦争から現代まで続く戦争）戦死者数1000万人弱に対する、既遂した殺戮加担行為すべてに責がある。この殺戮に対する「自責の念」は、原告が亡くなるまで負わざるを得ない精神的苦痛である。本案、国家賠償法請求訴訟によってしか、その精神的被害から救済される方途がないと強く訴える。 

  

3. しかも、当該条約締結時に、行政・為政者の致命的瑕疵を内包する。 

  

I. 「米軍核弾頭持込既成事実」隠蔽・公文書偽造行為→1955年、重光外相・アリソン駐日米国大使「核持込なし」合意文書偽造・デッチ上げ行為【甲16-1・16-2・16-3号証】 

  

当時の原水爆禁止運動の高まりを国会を舞台とした、上述デッチ上げで国民を欺罔し、60年、新安保条約に漕ぎ着けた。 

  

【甲16-1・2号証】新原昭治著「米政府安保外交秘密文書」9ｐより転載「アメリカ政府と日本政府が手を焼いていた重要問題の一つは、核持ち込みの問題でした。さきにふれたように、日本政府は、一九五五年三月、いったんアメリカの核持ち込みを認める発言をおこないましたが、これは国民のきびしい批判に火を投じる役割を果たしました。そこで困った政府は、重光外相とアリソン駐日大便のあいだに、 

①いまは日本に原爆はない、②もし米側が持ち込むときは、事前に日本政府と協議するとの「合意」が成立したと、国会で答弁し（一九五五年六月未）、国民の非難をかわしました。この「重光・アリソン合意」なるものの存在は、その後も国民を〝安心〞させるために、政府の公式見解としてたびたび国会内外でくりかえし強調されました。しかし、一九五七年四月に作成された国務省情報報告『核兵器、核戦争への日本のかかわり』（本書収録の二番目の解禁文書） は、「重光・アリソン合意」が日本政府のまったくのでっち上げで、そういう約束は存在しなかったことを明らかにし、東京の米大使館がこれに抗議する書簡を、重光外相あて秘密書簡として届けたとまでのべています。この報告書はまた、日本の一般国民の反核感情がきわめて強力で、「核兵器についての日本の国家政策を形成するうえでの支配的要素」となっており」 

II. 1959年、岸 信介総理大臣のＣＩＡエージェント及び買収事実【甲1号証】 

以上から、民法を援用し、 

  

『本件日米安保条約締結に際し、被告・国は、1957年「核持込なし」との合意文書を捏造し、主権者を欺罔し、かつ、参議院決議に附さない工作を重ね、1959年、「伊達違憲判決」を捻じ曲げ尚かつ、衆議院において、民主主義冒涜行為である「強行採決」により条約批准成立させた。しかも、時の全権委任：総理大臣岸 信介は後に公開された米国公文書により、条約締結国相手方全権委任：米国大統領 アイゼンハワーから買収された事実が判明している。しかも、本件条約締結反対国民主権者に対し警察公権力のみならず、組織暴力団を組織し、刀剣を所持させ、強迫・脅迫行為により、批准成立させた。』以上から、下記民法を援用し、 

  

被告・国は「注意善管義務」に反し、及び主権者からの受任義務に背任し、本人＝主権者に事実を告げず欺罔し、しかも、暴力をもって、本人=主権者を強迫し、相手方（買収）と通じ、正当な国会決議を経ずして、公序良俗に反する戦争を目的とする条約を締結した。 

すべての法律要件に基本的瑕疵・基礎的瑕疵・基底的瑕疵を有するから、絶対的無効要件に該当する。原告は民法120条を援用し、主権者として「法律行為取消権者」を自ら任ずる。 

  

（取消権者）第百二十条行為能力の制限によって取り消すことができる行為は、制限行為能力者又はその代理人、承継人若しくは同意をすることができる者に限り、取り消すことができる。２ 詐欺又は強迫によって取り消すことができる行為は、瑕疵ある意思表示をした者又はその代理人若しくは承継人に限り、取り消すことができる。 

よって、被告・国は、通じて締結した条約相手方：米国と連帯して、同法121条の類推及び条約法条約 第69条 「条約の無効の効果」により、「最初から無効であったこと」から生じる義務を履行しなければならない。 

  

第三節 代理（代理行為の要件及び効果）第九十九条 代理人がその権限内において本人のためにすることを示してした意思表示は、本人に対して直接にその効力を生ずる。２前項の規定は、第三者が代理人に対してした意思表示について準用する。（本人のためにすることを示さない意思表示）第百条 代理人が本人のためにすることを示さないでした意思表示は、自己のためにしたものとみなす。ただし、相手方が、代理人が本人のためにすることを知り、又は知ることができたときは、前条第一項の規定を準用する。（代理行為の瑕疵）第百一条意思表示の効力が意思の不存在、詐欺、強迫又はある事情を知っていたこと若しくは知らなかったことにつき過失があったことによって影響を受けるべき場合には、その事実の有無は、代理人について決するものとする。２特定の法律行為をすることを委託された場合において、代理人が本人の指図に従ってその行為をしたときは、本人は、自ら知っていた事情について代理人が知らなかったことを主張することができない。本人が過失によって知らなかった事情についても、同様とする。（代理行為の瑕疵）第百一条意思表示の効力が意思の不存在、詐欺、強迫又はある事情を知っていたこと若しくは知らなかったことにつき過失があったことによって影響を受けるべき場合には、その事実の有無は、代理人について決するものとする。２特定の法律行為をすることを委託された場合において、代理人が本人の指図に従ってその行為をしたときは、本人は、自ら知っていた事情について代理人が知らなかったことを主張することができない。本人が過失によって知らなかった事情についても、同様とする。 

第四節 無効及び取消し（無効な行為の追認）第百十九条 無効な行為は、追認によっても、その効力を生じない。ただし、当事者がその行為の無効であることを知って追認をしたときは、新たな行為をしたものとみなす。（取消権者）第百二十条行為能力の制限によって取り消すことができる行為は、制限行為能力者又はその代理人、承継人若しくは同意をすることができる者に限り、取り消すことができる。２ 詐欺又は強迫によって取り消すことができる行為は、瑕疵ある意思表示をした者又はその代理人若しくは承継人に限り、取り消すことができる。（取消しの効果）第百二十一条取り消された行為は、初めから無効であったものとみなす。ただし、制限行為能力者は、その行為によって現に利益を受けている限度において、返還の義務を負う。 

準 備 書 面 （3） 

(１)条約に対する違憲審査権について 

 １)被告・国は、国権の最高機関たる国会において、以下1.～3.を自ら認諾・自白しているし、1.～3.摘示事項は、原告主張の法源と法益の由来と同一であるから、「禁反言（エストッペル）の原則」に拠り、原告に対し、「当該安保条約に対する裁判所による違憲審査権＝原告による条約無効申立裁判権失当、よって却下」と、主張できないし、争点とすることができない。 

1.1953年8月5日、衆議院外務委員会において、時の政府委員：高辻正己をして「それが憲法に違反した場合はどうなるかということについてだけ申し上げたいと思いますが、それは明らかに憲法が優先すると言っていいと思います。その根拠は、御指摘のように憲法の改正というのは、非常に慎重なる手続を憲法は要求しておる。それに反して条約の締結は内閣がするものであって、その締結について国会が承認するかしないかということになっておる。その手続上の相違を考えてみましても、そういうような手続が足る条約をもって憲法を改正するということはできないであろうというふうに考えます。そこで、それじやだれが判定するかということでございますが、これは普通の法律なんかについても同様でございまして、やはり終局的には裁判所ということになろうと考えます。」と認諾。自白している。 

  

2.1959年12月21日、国会参議院本会議において、時の総理大臣：岸信介をして「裁判所の、法律、条約についての違憲審査権の問題でございますが、法律については規定がございますが、条約についての問題につきましても、今回の判決は、安保条約のごとき高度の政治性あるものについての問題でございまして、一般のものについて審査権がないということは決して言っておるわけではないのでありま す。」と認諾・自白している。 

  

3.1981年4月22日、同年5月11日、衆議院外務委員会において、時の政府委員：栗山尚一をして「憲法の規定に反した条約の締結は無効であるというふうに考えております。」更に「強行規範に抵触するような約束事は当初から無効だということ」と認諾。自白している。 

  

2.  007/011] 123 - 衆 - 予算委員会第二分科会 - 2号 
平成04年03月12日 

○伊東（秀）分科員　条約が前です。
　どうもありがとうございました。
　それでは条約局長にお伺いしますが、条約法条約、ウィーン条約ですけれども、五十三条に出てきます一般国際法の強行規範というのは、具体的には、よりわかりやすい言葉でいえばどういうこ
となのか。法律上の説明では「いかなる逸脱も許されない規範として、また、後に成立する同一の性質を有する一般国際法の規範によってのみ変更することのできる規範」とかいうふうに書いてあるのですけれども、具体的にお話しいただきたいと思います。 

○柳井政府委員: 外務省条約局長　この五十三条の規定につきましては、この条約法条約の採択に至る会議で非常に多くの議論がなされたところでございます。いろいろな意見がございまして、そもそも国際法に強行規範というものはないんだという考え方もございましたし、いや、国際法にも強行規範というものはあるんだ、それじゃ具体的に何かということで相当に意見が分かれたわけでございます。
　ただ結論的には、何らかの強行規範はあるであろう、そういうことで、一番関心を持たれましたのは武力によって条約の締結を強制するというようなことは許されないのではないかというようなことでございます。ただ、その点につきましても、伝統的な国際法ではそういうことも必ずしも禁止されていなかったという考え方もあるわけでございますが、少なくとも現在国連憲章のもとにおきましては、武力の行使あるいは武力による威嚇というものは禁止されているわけでございますので、そういう趣旨でこの五十三条の前の五十二条というのが置かれたわけでございます。
　それから五十三条には、「締結の時に一般国際法の強行規範に抵触する条約は、無効である。」こう言っているわけでございまして、一つには現在も、例えば海賊行為を行うというようなことでございますとか、あるいは奴隷売買を行うというようなこと、そういうことが禁止されているというようなことは強行法規だという考え方もあるわけでございます。ただ、今後そういう強行法規がまた次第に一般国際法として発達していけば締結のときにそのような強行規範に抵触する条約は無効であるという規定が働いてくる、こういうことでございます。 

008/011] 145 - 参 - 外交・防衛委員会 - 12号 
平成11年05月27日 

○政府委員: 外務省条約局長（東郷和彦君）　国際法の発展の問題にかかわる点につきまして、最初に私から申し上げたいと思います。
　委員御指摘のように、いわゆる人道的介入ないしは当時は人道的干渉という言葉で呼ばれていた行動というのは、十九世紀の前半に国際法社会の中で議論されていたことは委員御指摘のとおりでございます。
　しかし、それでは国連憲章のもとで、国連憲章が成立した後に人道的介入という議論が全くされなくなったかというと、これは私の理解する限りそういうことではございませんで、国連憲章二条四項というもので原則的に武力行使が禁止された後におきましても、一定の非常に限定的な条件のもとでは人道的介入というものは許されるべきではないかという議論も、特に戦後の国際法社会の中で人権というものが非常に大事だという考え方が台頭するに従って出てきているということかと思います。例えば、厳格な人道的な理由に基づく武力行使は、国連憲章第二条四項の規定する他国の領土保全にも政治的独立にも向けられたものではなく、国連憲章の最も基本的な強行規範に合致しているというような学説も存在するところでございます。
　したがいまして、累次大臣より申し上げておりますように、この点については学説上統一した見解が成立していない、両方の説が今国際法社会の中に存在しているというのが現状かと思いまして、その意味でいわゆる形成上の過程にあると大臣が申し上げている次第でございます。 

○政府委員（東郷和彦君）　私どもは、今回のＮＡＴＯの空爆が人道的介入という観点から正当化されるということを申し上げたことは一度もございません。
　私どもは、あくまで今回の事案というものは、一方において国連憲章との関係に関しては、国連憲章違反だという決議は十二対三で否決されている。他方において、実際に空爆を行っているＮＡＴＯ諸国が人道上やむを得ざる措置であるという一種の政治的な評価をすることによって現在国際社会に説明している。こういう状況のもとで、日本政府としては法的判断を下す立場にないということを申し上げているわけでございます。
　それで、人道的介入という点は、お尋ねがございましたので、国際法上、人道的介入という考え方がどういう位置づけであるかということを累次御説明してきた所存でございまして、それに関しては、確かに委員御指摘のように、国連憲章のもとでは人道的介入は認めるべきでないという説があるのは重々承知しております。 

   

[010/011] 168 - 参 - 外交防衛委員会 - 10号 
平成19年12月06日 

○犬塚直史君　今の逆に御質問をいただいた点については、国際法、いわゆる国連憲章の中で武力行使が戦争を含む武力行使が違法となったと。これはもう国連憲章の大原則であります。この武力行使の違法性を阻却する事由としては二つしかないと。自衛権の行使と、そして憲章七章下の集団安全保障であるということですね。
　その中で、このＯＥＦというのは自衛権の行使で始まったんだということですね。ところが、アフガニスタンの暫定政府ができた以降は、これは自衛権の行使ではなくて、あくまでもアフガニスタンの正統な政府の要請に基づいた治安の回復及び治安の維持活動を補完的に行う活動であって、国際法上の武力行使には当たらないというのが今官房長官おっしゃった内容だと理解するんですけどね。
　私が非常に疑念に思っておりますのは、とおっしゃるんであれば、いつどこでだれに対してどういう形でアフガニスタンの政府からそのような要請があったのか、これをまずお答えいただきたいと思います。 

○犬塚直史君　官房長官、この武力行使の違法化というのは、二回にわたる世界大戦の末に、何千万人という人間が死んで、その上で人類がようやく国際法上でこれを作ることができたという、正に大原則でありまして、この大原則の一つを根拠として始まった武力行使が、それではある時点からそうではなくなったということについて、累次の国際会議があったとかいうようなあいまいな答弁ではとても納得することはできないんです。
　質問通告の七番、どのような要請がいつどのような形でだれに対して行われたのか、御回答いただきたいと思います。 

○犬塚直史君　もう一回質問いたします。
　じゃ、もう一度整理して質問いたしますけれども、今外務大臣がおっしゃったのは、共同声明等においてそのような合意がある、そのような要請があるということを再確認をしたと、そういう答弁をされたんですけれども、私の質問したのは、その要請自体がいつどこでだれに対してどのような形で行われたのかということを聞いているんですよ。もう一度答えてください。 

○国務大臣（高村正彦君）　いつどこでどういう形でだれに対して行われたかを、そういうふうに具体的に日本政府は把握しているわけではありませんし、把握する必要もないと、こういうふうに思っております。 

犬塚直史君　少なくとも自衛権の行使であれば、これは国連安保理に正式に報告をしなければいけません。そして、憲章七章下の集団安全保障であれば、これは明示的な安保理の決議がなければいけません。そして、この二つを阻却する、つまりこれに当てはまらない今度は武力行使である、あるいは活動であるということをこれは明示的に示すためには何かこれは本当にはっきりしたものが必要であると。しかし、それは日本政府は把握していない、把握しなくても十分であると、そう大臣はおっしゃったんですけれども、そのとおりでよろしいんですか。 

○政府参考人（小松一郎君）　国際法の問題でございますので、僣越でございますが私の方からお答えをさせていただきたいと思いますけれども。
　犬塚先生が国際法上の武力の禁止という規範があって、その違法性を阻却する要因としては自衛権とその安保理の決定と、この二つしかないんだ、それなのになぜ同意でそれができるんだと、こういう御質問であるわけでございますが、政府が申し上げておりますことは、この国連憲章第二条四項で禁止をされておりますのは、各国に対してその国際関係において武力の行使をしてはならないということを禁止しているわけでございまして、政府が申し上げておりますのは、カルザイ暫定政権が成立した以降のいわゆるテロ掃討作戦として行われております実力の行使は、アフガニスタンの治安の回復、維持のための国内関係における実力の行使でありますので、このような意味でこの国際関係において武力を行使することに当たらないと。したがって、この国連憲章第二条四項が禁止をしているこれに当たらないということを申し上げているわけでございまして、相手国の同意があれば武力行使も行い得るということを申し上げているわけではございません。
　なぜこの同意が必要かということでございますけれども、国内の治安を回復、維持することは領域国の政府の責任でございます。他方、自国政府の警察機能が脆弱な場合に、外国に要請をいたしましてこれを一部又は全部を補完してもらうことはこれはできないことではございません。このような場合におきましても、当該要請を受けました外国が領域国の政府に代わって行う治安回復・維持活動は、他国の領域内において公権力を行使するという活動でございますので、それは疑いを入れないわけでございますから、国際法上そういうことについて領域国の同意が必要であろうと、こういうことを申し上げているつもりでございます。
　以下、蛇足かもしれませんけれども、国際法上、多くの規範は同意によってこれを乗り越えることも…… 

○政府参考人（小松一郎君）　申し訳ございません。失礼いたしました。蛇足という言葉は取り消させていただきます。
　国際法上、多くの規範は同意によってこれを乗り越えることもできます。
　他方、例外的に国際法の一部の規範は同意によっても乗り越えることができない強行規範であるとされておりまして、何が国際法上の強行規範に当たるかは必ずしも明確ではございませんけれども、国連憲章第二条四項の定める国際関係における武力の行使の禁止というものがこのような強行規範に当たることについては異論がないと考えておりまして、この規範を同意で乗り越えることができるということを申し上げているわけではないということでございます。 

  

011/011] 171 - 参 - 外交防衛委員会 - 15号 
平成21年06月02日 

○犬塚直史君　私は昭和十六年から今日までの国会審議を調べてみたところ、国際法益という言葉は四回しか使われていないんですね。逆に、国益という言葉は二百一回使われているわけですね。
　この目的のところに書いてあるのは、同じ文章の中に国益とそれから国際法益というこの二つがごっちゃになって書かれているんですね。私は、これは非常に問題だというふうに思うわけです。
　そこで、まずこれ外務省に伺いますが、現代国際法上の強行規範というのは何なんでしょうか。 

○政府参考人（鶴岡公二君）　現在の国際法の下に強行規範というものがどのように認識されているかという御質問かと思いますが、条約法に関するウィーン条約第五十三条において強行規範に対する言及がございます。この中では、「いかなる逸脱も許されない規範として、また、後に成立する同一の性質を有する一般国際法の規範によつてのみ変更することのできる規範として、国により構成されている国際社会全体が受け入れ、かつ、認める規範をいう。」と定義されております。さらに、条約締結のときに、一般国際法の強行規範に抵触する条約は無効である旨を規定しております。 

○犬塚直史君　簡単に言えば、強行規範というのは、この強行規範で禁じられているようなものを認めるような条約自体が認められないと。つまり、国際社会が全体でもってこれだけはいけないよというのを決めていると私は理解いたしますが、それでは、どのような法規が強行規範であるかについて、国連国際法委員会での草案では何が例示されているんでしょうか。 

○政府参考人: 外務省国際法局長（鶴岡公二君）　ただいま御紹介を申し上げました条約法条約の規定に先立ちまして、強行規範に関する議論は長年にわたって国際法の世界において課題とされてきたものでございます。このウィーンの条約法条約によって規定されているものを含めまして、現時点におきましては、具体的に何が強行規範に該当するかについては必ずしも各国及び学説において一致した見解があるとは認められておりません。ただ、例えばで申し上げますと、国際連合憲章第二条四項に規定されている武力不行使の原則はこれに該当するということについてはほぼ一致した見解があると申し上げられると思います。
　ただいまお尋ねの、先ほどの条約法条約に至る前段に行われました国連国際法委員会によるコメンタリーによりますと、同委員会におきましては、強行規範の内容は今後の国家実行と国際判例にゆだねられるべきものとしております。その一方で、このコメンタリーには同委員会の議論の過程で言及された見解が例示をされておりまして、海賊行為などの、すべての国がその抑止のために協力することが求められている行為を企てたり黙認するような内容の条約は強行規範違反に当たり得るという見解も含まれております。 

  

  

(２)            安保条約条分と交換公文自身の無効性について 

l        日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約 
TREATY OF MUTUAL COOPERATION AND SECURITY BETWEEN JAPAN AND THE UNITED STATES OF AMERICA 

（日米新安保条約） 

 昭和35年１月19日ワシントンで署名 
 同年６月19日国会承認 

 同年６月23日 批准書交換、効力発生 

  昭和35年６月23日条約第６号 

（平成14年４月１日現在） 

日本国及びアメリカ合衆国は、 
 両国の間に伝統的に存在する平和及び友好の関係を強化し、並びに民主主義の諸原則、個人の自由及び法の支配を擁護することを希望し、 
 また、両国の間の一層緊密な経済的協力を促進し、並びにそれぞれの国における経済的な安定及び福祉の条件を助長することを希望し、 
 国際連合憲章の目的及び原則に対する信念並びにすべての国民及びすべての政府とともに平和のうちに生きようとする願望を再確認し、 
 両国が国際連合憲章に定める個別的または集団的自衛の固有の権利を有しているを確認し、 
 両国が極東における国際の平和及び安全の維持に共通の関心を有することを考慮し、 
 相互協力及び安全保障条約を締結することを決意し、 
 よって、次のとおり協定する。 
  JAPAN AND THE UNITED STATES OF AMERICA, 
  DESIRING TO STRENGTHEN THE BONDS OF PEACE AND FRIENDSHIP TRADITIONALLY EXISTING BETWEEN THEM, AND TO UPHOLD THE PRINCIPLES OF DEMOCRACY, INDIVIDUAL LIBERTY, AND THE RULE OF LAW, 

  DESIRING FURTHER TO ENCOURAGE CLOSER ECONOMIC COOPERATION BETWEEN THEM AND TO PROMOTE CONDITIONS OF ECONOMIC STABILITY AND WELL-BEING IN THEIR COUNTRIES, 

  REAFFIRMING THEIR FAITH IN THE PURPOSES AND PRINCIPLES OF THE CHARTER OF THE UNITED NATIONS, AND THEIR DESIRE TO LIVE IN PEACE WITH ALL PEOPLES AND ALL GOVERNMENTS, 

  RECOGNIZING THAT THEY HAVE THE INHERENT RIGHT OF INDIVIDUAL OR COLLECTIVE SELF-DEFENSE AS AFFIRMED IN THE CHARTER OF THE UNITED NATIONS, 

  CONSIDERING THAT THEY HAVE A COMMON CONCERN IN THE MAINTENANCE OF INTERNATIONAL PEACE AND SECURITY IN THE FAR EAST, 

  HAVING RESOLVED TO CONCLUDE A TREATY OF MUTUAL COOPERATION AND SECURITY, 

  THEREFORE AGREE AS FOLLOWS: 

第１条（平和の維持のための努力） 
①締約国は、国際連合憲章に定めるところに従い、それぞれが関係することのある国際紛争を平和的手段によって国際の平和及び安全並びに正義を危うくしないように解決し、並びにそれぞれの国際関係において、武力による威嚇又は武器の行使を、いかなる国の領土保全又は政治的独立に対するものも、また、国際連合の目的と両立しない他のいかなる方法によるものも慎むことを約束する。 
THE PARTIES UNDERTAKE, AS SET FORTH IN THE CHARTER OF THE UNITED NATIONS, TO SETTLE ANY INTERNATIONAL DISPUTES IN WHICH THEY MAY BE INVOLVED BY PEACEFUL MEANS IN SUCH A MANNER THAT INTERNATIONAL PEACE AND SECURITY AND JUSTICE ARE NOT ENDANGERED AND TO REFRAIN IN THEIR INTERNATIONAL RELATIONS FROM THE THREAT OR USE OF FORCE AGAINST THE TERRITORIAL INTEGRITY OR POLITICAL INDEPENDENCE OF ANY STATE, OR IN ANY OTHER MANNER INCONSISTENT WITH THE PURPOSES OF THE UNITED NATIONS. 

②締約国は、他の平和愛好国と共同して、国際の平和及び安全を維持する国際連合の任務が一層効果的に遂行されるように国際連合を強化することに努力する。 
THE PARTIES WILL ENDEAVOR IN CONCERT WITH OTHER PEACE-LOVING COUNTRIES TO STRENGTHEN THE UNITED NATIONS SO THAT ITS MISSION OF MAINTAINING INTERNATIONAL PEACE AND SECURITY MAY BE DISCHARGED MORE EFFECTIVELY. 

第２条（経済的協力の促進） 
  締約国は、その自由な諸制度を強化することにより、これらの制度の基礎をなす原則の理解を促進することにより、並びに安定及び福祉の条件を助長することによって、平和的かつ友好的な国際関係の一層の発展に貢献する。締約国は、その国際経済政策におけるくい違いを除くことに努め、また、両国の間の経済的協力を促進する。 

THE PARTIES WILL CONTRIBUTE TOWARD THE FURTHER DEVELOPMENT OF PEACEFUL AND FRIENDLY INTERNATIONAL RELATIONS BY STRENGTHENING THEIR FREE INSTITUTIONS, BY BRINGING ABOUT A BETTER UNDERSTANDING OF THE PRINCIPLES UPON WHICH THESE INSTITUTIONS ARE FOUNDED, AND BY PROMOTING CONDITIONS OF STABILITY AND WELL-BEING. THEY WILL SEEK TO ELIMINATE CONFLICT IN THEIR INTERNATIONAL ECONOMIC POLICIES AND WILL ENCOURAGE ECONOMIC COLLABORATION BETWEEN THEM. 

第３条（自衛力の維持発展） 
 締約国は、個別的に及び相互に協力して、持続的かつ効果的な自助及び相互援助により、武力攻撃に抵抗するそれぞれの能力を、憲法上の規定に従うことを条件として、維持し発展させる。 

THE PARTIES, INDIVIDUALLY AND IN COOPERATION WITH EACH OTHER, BY MEANS OF CONTINUOUS AND EFFECTIVE SELF-HELP AND MUTUAL AID WILL MAINTAIN AND DEVELOP, SUBJECT TO THEIR CONSTITUTIONAL PROVISIONS, THEIR 

CAPACITIES TO RESIST ARMED ATTACK. 
第４条（臨時協議） 
 締約国は、この条約の実施に関して随時協議し、また、日本国の安全又は極東における国際の平和及び安全に対する脅威が生じたときはいつでも、いずれか一方の締約国の要請により協議する。 

THE PARTIES WILL CONSULT TOGETHER FROM TIME TO TIME REGARDING THE IMPLEMENTATION OF THIS TREATY, AND, AT THE REQUEST OF EITHER PARTY, WHENEVER THE SECURITY OF JAPAN OR INTERNATIONAL PEACE AND SECURITY IN THE FAR EAST IS THREATENED. 

第５条（共同防衛） 
①各締約国は、日本国の施政の下にある領域における、いずれか一方に対する武力攻撃が、自国の平和及び安全を危うくするものであることを認め、自国の憲法上の規定及び手続に従って共通の危険に対処するように行動することを宣言する。 
EACH PARTY RECOGNIZES THAT AN ARMED ATTACK AGAINST EITHER PARTY IN THE TERRITORIES UNDER THE ADMINISTRATION OF JAPAN WOULD BE DANGEROUS TO ITS OWN PEACE AND SAFETY AND DECLARES THAT IT WOULD ACT TO MEET THE COMMON DANGER IN ACCORDANCE WITH ITS CONSTITUTIONAL PROVISIONS AND PROCESSES. 

② 前記の武力攻撃及びその結果として執った全ての措置は、国際連合憲章第五十一条の規定に従って直ちに国際連合安全保障理事会に報告しなければならない。その措置は、安全保障理事会が国際の平和及び安全を回復し維持するために必要な措置を執つたときは、終止しなければならない。 
ANY SUCH ARMED ATTACK AND ALL MEASURES TAKEN AS A RESULT THEREOF SHALL BE IMMEDIATELY REPORTED TO THE SECURITY COUNCIL OF THE UNITED NATIONS IN ACCORDANCE WITH THE PROVISIONS OF ARTICLE 51 OF THE CHARTER. SUCH MEASURES SHALL BE TERMINATED WHEN THE SECURITY COUNCIL HAS TAKEN THE MEASURES NECESSARY TO RESTORE AND MAINTAIN INTERNATIONAL PEACE AND SECURITY. 

第６条（基地の許与） 
①日本国の安全に寄与し、並びに極東における国際の平和及び安全の維持の寄与するため、アメリカ合衆国は、その陸軍、空軍及び海軍が日本国において施設及び区域を使用することを許される。 
FOR THE PURPOSE OF CONTRIBUTING TO THE SECURITY OF JAPAN AND THE MAINTENANCE OF INTERNATIONAL PEACE AND SECURITY IN THE FAR EAST, THE UNITED STATES OF AMERICA IS GRANTED THE USE BY ITS LAND, AIR AND NAVAL FORCES OF FACILITIES AND AREAS IN JAPAN. 

②前記の施設及び区域の使用並びに日本国における合衆国軍隊の地位は、千九百五十二年二月二十八日に東京で署名された日本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条約第三条に基づく行政協定（改正を含む。）に代わる別個の協定及び合意される他の取極により規律される。 
THE USE OF THESE FACILITIES AND AREAS AS WELL AS THE STATUS OF UNITED STATES ARMED FORCES IN JAPAN SHALL BE GOVERNED BY A SEPARATE AGREEMENT, REPLACING THE ADMINISTRATIVE AGREEMENT UNDER ARTICLE III OF THE SECURITY TREATY BETWEEN JAPAN AND THE UNITED STATES OF AMERICA, SIGNED AT TOKYO ON FEBRUARY 28, 1952, AS AMENDED, AND BY SUCH OTHER ARRANGEMENTS AS MAY BE AGREED UPON. 

第７条（国連憲章との関係） 
 この条約は、国際連合憲章に基づく締約国の権利及び義務又は国際の平和及び安全を維持する国際連合の責任に対しては、どのような影響を及ぼすものではなく、また、及ぼすものとして解釈してはならない。 

THIS TREATY DOES NOT AFFECT AND SHALL NOT BE INTERPRETED AS AFFECTING IN ANY WAY THE RIGHTS AND OBLIGATIONS OF THE PARTIES UNDER THE CHARTER OF THE UNITED NATIONS OR THE RESPONSIBILITY OF THE UNITED NATIONS FOR THE MAINTENANCE OF INTERNATIONAL PEACE AND SECURITY. 

第８条（批准） 
 この条約は、日本国及びアメリカ合州国により各自の憲法上の手続に従って批准されなければならない。この条約は、両国が東京で批准書を交換した日に効力を生ずる。 

THIS TREATY SHALL BE RATIFIED BY JAPAN AND THE UNITED STATES OF AMERICA IN ACCORDANCE WITH THEIR RESPECTIVE CONSTITUTIONAL PROCESSES AND WILL ENTER INTO FORCE ON THE DATE ON WHICH THE INSTRUMENTS OF RATIFICATION THEREOF HAVE BEEN EXCHANGED BY THEM IN TOKYO. 

第９条（旧条約の失効） 
 千九百五十一年九月八日にサン・フランシスコ市で署名された日本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条約は、この条約の効力発生のときに効力を失う。 

THE SECURITY TREATY BETWEEN JAPAN AND THE UNITED STATES OF AMERICA SIGNED AT THE CITY OF SAN FRANCISCO ON SEPTEMBER 8, 1951 

SHALL EXPIRE UPON THE ENTERING INTO FORCE OF THIS TREATY. 

第10条（条約の終了） 
①この条約は、日本区域における国際の平和及び安全の維持のため十分な定めをする国際連合の措置が効力を生じたと日本国政府及びアメリカ合州国政府が認めるときまで効力を有する。 
THIS TREATY SHALL REMAIN IN FORCE UNTIL IN THE OPINION OF THE GOVERNMENTS OF JAPAN AND THE UNITED STATES OF AMERICA THERE SHALL HAVE COME INTO FORCE SUCH UNITED NATIONS ARRANGEMENTS AS WILL SATISFACTORILY PROVIDE FOR THE MAINTENANCE OF INTERNATIONAL PEACE AND SECURITY IN THE JAPAN AREA. 

②もつとも、この条約が十年間効力を存続した後は、いずれの締約国も、他方の締約国に対しこの条約を終了させる意志を通告することができ、その場合には、この条約は、そのような通告が行われた後一年で終了する。 
HOWEVER, AFTER THE TREATY HAS BEEN IN FORCE FOR TEN YEARS, EITHER PARTY MAY GIVE NOTICE TO THE OTHER PARTY OF ITS INTENTION TO TERMINATE THE TREATY, IN WHICH CASE THE TREATY SHALL TERMINATE ONE YEAR AFTER SUCH NOTICE HAS BEEN GIVEN. 

 以上の証拠として、下名の全権委員は、この条約に署名した。 
 IN WITNESS WHEREOF THE UNDERSIGNED PLENIPOTENTIARIES HAVE SIGNED THIS TREATY. 

 千九百六十年一月十九日にワシントンで、ひとしく正文である日本語及び英語により本書二通を作成した。 
 DONE IN DUPLICATE AT WASHINGTON IN THE JAPANESE AND ENGLISH LANGUAGES, BOTH EQUALLY AUTHENTIC, THIS 19TH DAY OF JANUARY, 1960. 

  日本国のために FOR JAPAN: 
    岸 信介 NOBUSUKE KISHI 

    藤山愛一郎 AIICHIRO FUJIYAMA 

    石井光次郎 MITSUJIRO ISHII 

    足立 正 TADASHI ADACHI 

    朝海浩一郎 KOICHIRO ASAKAI 

  アメリカ合衆国のために FOR THE UNITED STATES OF AMERICA 
    クリスチャン・Ａ・ハーター CHRISTIAN A.HERTER 

    ダグラス・マックアーサー二世 DOUGLAS MACARTHUR 2ND 

    Ｊ・グレイアム・パースンズ J.GRAHAM PARSONS 
※条約第六条の実施に関する交換公文 

（日本側往簡） 
 書簡をもって啓上いたします。本大臣は、本日署名された日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約に言及し、次のことが同条約第六条の実施に関する日本国政府の了解であることを閣下に通報する光栄を有します。 
  合衆国軍隊の日本国への配置における重要な変更、同軍隊の装備における重要な変更並びに日本国から行なわれる軍事作戦行動（前記の条約第五条の規定に基づいて行なわれるものを除く。）のための基地としての日本国内の施設及び区域の使用は、日本国政府との事前の協議の主題とする。 
 本大臣は、閣下が、前記のことがアメリカ合衆国政府の了解でもあることを貴国政府に代わって確認されれば幸いであります。 
 本大臣は、以上を申し進めるに際し、ここに重ねて閣下に向かって敬意を表します。 
EXCELLENCY: I HAVE THE HONOUR TO REFER TO THE TREATY OF MUTUAL COOPERATION AND SECURITY BETWEEN JAPAN AND THE UNITED STATES OF AMERICA SIGNED TODAY, AND TO INFORM YOUR EXCELLENCY THAT THE FOLLOWING IS THE UNDERSTANDING OF THE GOVERNMENT OF JAPAN 
CONCERNING THE IMPLEMENTATION OF ARTICLE VI THEREOF: 

  MAJOR CHANGES IN THE DEPLOYMENT INTO JAPAN OF UNITED STATES ARMED FORCES, MAJOR CHANGES IN THEIR EQUIPMENT, AND THE USE OF FACILITIES AND AREAS IN JAPAN AS BASES FOR MILITARY COMBAT OPERATIONS TO BE UNDERTAKEN FROM JAPAN OTHER THAN THOSE CONDUCTED UNDER ARTICLE V OF THE SAID TREATY, SHALL BE THE SUBJECTS OF PRIOR CONSULTATION WITH THE GOVERNMENT OF JAPAN. 

  I SHOULD BE APPRECIATIVE IF YOUR EXCELLENCY WOULD CONFIRM ON?BEHALF OF YOUR GOVERNMENT THAT THIS IS ALSO THE UNDERSTANDING OF THE GOVERNMENT OF THE UNITED STATES OF AMERICA. 
  I AVAIL MYSELF OF THIS OPPORTUNITY TO RENEW TO YOUR EXCELLENCY THE ASSURANCE OF MY HIGHEST CONSIDERATION. 

    千九百六十年一月十九日にワシントンで 
    WASHINGTON, JANUARY 19, 1960. 

    岸 信介 NOBUSUKE KISHI 

    アメリカ合衆国国務長官 クリスチャン・Ａ・ハーター閣下 
    HIS EXCELLENCY CHRISTIAN A.HERTER, SECRETARY OF STATE OF THE UNITED STATES OF AMERICA. 

（合衆国側返簡） 
 書簡をもって啓上いたします。本長官は、本日付けの閣下の次の書簡を受領したことを確認する光栄を有します。 
 書簡をもって啓上いたします。本大臣は、本日署名された日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約に言及し、次のことが同条約第六条の実施に関する日本国政府の了解であることを閣下に通報する光栄を有します。 

  合 衆国軍隊の日本国への配置における重要な変更、同軍隊の装備における重要な変更並びに日本国から行なわれる軍事作戦行動（前記の条約第五条の規定に基づいて行なわれるものを除く。）のための基地としての日本国内の施設及び区域の使用は、日本国政府との事前の協議の主題とする。 

 本大臣は、閣下が前記のことがアメリカ合衆国政府の了解でもあることを貴国政府に代わって確認されれば辛いであります。 

 本大臣は、以上を申し進めるに際し、ここに重ねて閣下に向かって敬意を表します。 

 本長官は、前記のことがアメリカ合衆国政府の了解でもあることを本国政府に代わって確認する光栄を有します。 
 本長官は、以上を申し進めるに際し、ここに重ねて閣下に向かって敬意を表します。 

EXCELLENCY: I HAVE THE HONOR TO ACKNOWLEDGE THE RECEIPT OF YOUR EXCELLENCY'S NOTE OF TODAY'S DATE, WHICH READS AS FOLLOWS: 
"I HAVE THE HONOUR TO REFER TO THE TREATY OF MUTUAL COOPERATION AND SECURITY BETWEEN JAPAN AND THE UNITED STATES OF AMERICA 

SIGNED TODAY, AND TO INFORM YOUR EXCELLENCY THAT THE FOLLOWING IS THE UNDERSTANDING OF THE GOVERNMENT OF JAPAN CONCERNING THE IMPLEMENTATION OF ARTICLE VI THEREOF: 
 MAJOR CHANGES IN THE DEPLOYMENT INTO JAPAN OF UNITED STATES ARMED FORCES, MAJOR CHANGES IN THEIR EQUIPMENT, AND THE USE OF FACILITIES AND AREAS IN JAPAN AS BASES FOR MILITARY COMBAT OPERATIONS TO BE UNDERTAKEN FROM JAPAN OTHER THAN THOSE CONDUCTED UNDER ARTICLE V OF THE SAID TREATY, SHALL BE THE SUBJECTS OF PRIOR CONSULTATION WITH THE GOVERNMENT OF JAPAN." 

"I SHOULD BE APPRECIATIVE IF YOUR EXCELLENCY WOULD CONFIRM ON BEHALF OF YOUR GOVERNMENT THAT THIS IS ALSO THE UNDERSTANDING OF THE GOVERNMENT OF THE UNITED STATES OF AMERICA. 

"I AVAIL MYSELF OF THIS OPPORTUNITY TO RENEW TO YOUR EXCELLENCY THE ASSURANCE OF MY HIGHEST CONSIDERATION." 

I HAVE THE HONOR TO CONFIRM ON BEHALF OF MY GOVERNMENT THAT THE FOREGOING IS ALSO THE UNDERSTANDING OF THE GOVERNMENT OF THE UNITED STATES OF AMERICA. 
ACCEPT, EXCELLENCY, THE RENEWED ASSURANCES OF MY HIGHEST CONSIDERATION. 

    千九百六十年一月十九日 
    JANUARY 19, 1960 

    アメリカ合衆国国務長官 クリスチャン・Ａ・ハーター 
    CHRISTIAN A.HERTER SECRETARY OF STATE OF THE UNITED STATES OF AMERICA 

    日本国総理大臣 岸信介閣下 
    HIS EXCELLENCY NOBUSUKE KISHI, PRIME MINISTER OF JAPAN. 

  

l         国際法の一般原則(les principes généraux du droit international; General principles of International Law)がある。これは、条約や慣習法の諸規則を通じて実定国際法に浸透した慣習国際法上の原則である。 

l         「友好関係原則宣言」(Declaration of Principles of International Law concerning Friendly Relations and Cooperation among States with the Charter of the United Nations)（国連総会決議2625(XXV)、1970年10月24日）に従えば、以下の原則が国際法の一般原則として確立しているといえる。 

(1)国際関係における武力の威嚇と行使の禁止の原則（第一原則） (2)国際紛争の平和的解決の義務の原則（第二原則） (3)国内管轄事項への不干渉義務の原則（第三原則） (4)国々が相互に協力する義務（第四原則） (5)人民自決の原則（第五原則） (6)国の主権平等の原則（第六原則） (7)国連憲章の義務の誠実な履行の原則（第七原則） 
l        民法 （公序良俗） 
第一条 私権は、公共の福祉に適合しなければならない。２  権利の行使及び義務の履行は、信義に従い誠実に行わなければならない。３  権利の濫用は、これを許さない。 

第九十条  公の秩序又は善良の風俗に反する事項を目的とする法律行為は、無効とする。 
l        公法・私法二元論否定説 

  【弁論】 

１)       該条約はひとつの皿に「戦争と平和」を盛り付けた条約である。トルストイの小説であれば成立しうるが、二国間の同一の目的を約束する国家間法律行為において、「戦争＝前文後段・第4条・第5条・第6条・交換公文」と「平和＝前文前段・第1条」とが対立相殺する。「自己矛盾・自己撞着」つまり自己成立することができない条約である。 

  

日本国及びアメリカ合衆国は、 
両国の間に伝統的に存在する平和及び友好の関係を強化し、並びに民主主義の諸原則、個人の自由及び法の支配を擁護することを希望し、また、両国の間の一層緊密な経済的協力を促進し、並びにそれぞれの国における経済的な安定及び福祉の条件を助長することを希望し、国際連合憲章の目的及び原則に対する信念並びにすべての国民及びすべての政府とともに平和のうちに生きようとする願望を再確認し、両国が国際連合憲章に定める個別的または集団的自衛の固有の権利を有しているを確認し、両国が極東における国際の平和及び安全の維持に共通の関心を有することを考慮し、相互協力及び安全保障条約を締結することを決意し、よって、次のとおり協定する。 

第１条（平和の維持のための努力） 
 ①締約国は、国際連合憲章に定めるところに従い、それぞれが関係することのある国際紛争を平和的手段によって国際の平和及び安全並びに正義を危うくしないように解決し、並びにそれぞれの国際関係において、武力による威嚇又は武器の行使を、いかなる国の領土保全又は政治的独立に対するものも、また、国際連合の目的と両立しない他のいかなる方法によるものも慎むことを約束する。 

第５条 

①各締約国は、日本国の施政の下にある領域における、いずれか一方に対する武力攻撃が、自国の平和及び安全を危うくするものであることを認め、自国の憲法上の規定及び手続に従って共通の危険に対処するように行動することを宣言する。 

② 前記の武力攻撃及びその結果として執った全ての措置は、国際連合憲章第五十一条の規定に従って直ちに国際連合安全保障理事会に報告しなければならない。その措置は、安全保障理事会が国際の平和及び安全を回復し維持するために必要な措置を執つたときは、終止しなければならない。 
 （日本側往簡） 
 書簡をもって啓上いたします。本大臣は、本日署名された日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約に言及し、次のことが同条約第六条の実施に関する日本国政府の了解であることを閣下に通報する光栄を有します。 
  合衆国軍隊の日本国への配置における重要な変更、同軍隊の装備における重要な変更並びに日本国から行なわれる軍事作戦行動（前記の条約第五条の規定に基づいて行なわれるものを除く。）のための基地としての日本国内の施設及び区域の使用は、日本国政府との事前の協議の主題とする。 

【甲18号証-1】引用 

1.     交換公文MILITARY COMBAT OPERATIONSは軍事作戦行動ではなく、直訳＝軍隊戦闘軍事行動である。（従って、以下、軍隊戦闘軍事行動に換えて記述する。）条約（国と国との法律行為）に「殺人」行為を表象する「軍隊戦闘軍事行動」との文言が明記された該条約は、「公序良俗に反し」絶対的に無効である。 

2.     MILITARY COMBAT OPERATIONS＝軍隊戦闘軍事行動が許容される条件は、国連憲章第51条に認められた、（個別的・集団的）自衛権のみである。但し、その権利の行使は、国際連合安全保障理事会（国連安保理）の措置がとられるまでの時限的な権利である。であるから、交換公文「第5条規定域外への軍隊戦闘軍事行動」は国連憲章に照らし無効である。 

3.     本来、憲法9条において、「武力行使永久放棄条項」違反「交戦権・戦力永久放棄」違反及び当該条約第1条に拠り認められるものではないが、仮に下記判決を是としても交換公文に明記された、「第5条規定域外への軍隊戦闘軍事行動」（日本から日本以外の地域に対して行われる軍隊戦闘軍事行動）は、米軍・自衛隊に限らず、禁止される。であるから、憲法9条に照らし、違憲無効である。 

4. 交換公文に明記された、「第5条規定域外への軍隊戦闘軍事行動」＝日本から日本以外の地域に対して行われる軍隊戦闘軍事行動は、国連憲章・一般国際法諸原則に拠って、米軍・自衛隊に限らず、禁止される。条約が、その締約時において、国連憲章・一般国際法諸原則に違背・抵触する該条約は、条約そのものに致命的瑕疵を有するから「絶対的無効条約」である。 

5. 交換公文に明記された、「第5条規定域外への軍隊戦闘軍事行動」＝日本から日本以外の地域に対して行われる軍隊戦闘軍事行動は、該条約第1条に拠っても、米軍・自衛隊に限らず、禁止される。つまり、第1条と交換公文とは互いを相殺する条項である。条約そのものに致命的瑕疵を有するから「絶対的無効条約」である。 

  

6. 交換公文に明記された、「第5条規定域外への軍隊戦闘軍事行動」＝日本から日本以外の地域に対して行われる軍隊戦闘軍事行動が、仮 に国連軍に編入される米軍が執る作戦であっても、厳重に国連憲章第51条及び該条約第1条に拘束され、恒常的に国連軍が編成されまたは出動する現実性は稀有である。有事の際、米軍は本土から国連軍に参入すればよく、第10条、「最低10年の長きに亘って、日本に駐留する必要性」は皆無である。 
また、国連軍編成が現実となったとしても、「藤山外相は日本政府の見解として次のように述べる。「在韓国連軍に対する攻撃によって生起する緊急事態において、国連統一司令部の下で在日米軍が戦闘作戦行動を緊急にとる必要がある際には、在韓国連軍が休戦協定に違反する武力攻撃を撃退できるように、例外的な対応として日本の米軍基地を利用してもよい」〈日米安保条約・討議記録（秘）〉 

明示のように、例外事項であるから、該条約第6条に拠り、米軍の駐留を許容する根拠とはならない。 

7.交換公文に明記された、「第5条規定域外への軍隊戦闘軍事行動」＝日本から日本以外の地域に対して行われる軍隊戦闘軍事行動は「国連軍編入」以外の米軍独自の軍事目的を持ったものであり、米国が、本土を遠く離れ、インドシナ。ベトナムで展開しようとする軍隊戦闘軍事行動は、自衛権行使の範疇を逸脱した「侵略軍隊戦闘行動」である。 

よって、国際法強行規範違反が条文に明記された該条約は絶対的無効要件を満たす。以下、《国際法強行規範違反事実証明》は 

1. 日本から直接ベトナム及びイラクに対し出撃した、国際強行規範違反既遂事実の証明である。 
2. 北ベトナムに対する侵略戦争（国際強行規範違反）の証明は「トンキン湾事件」捏造（1971年6月ニューヨーク・タイムズのニール・シーハン記者が、7,000ページに及ぶペンタゴン・ペーパーズと呼ばれる機密文書を入手、トンキン湾事件はアメリカが仕組んだものだったことを暴露した。）に拠って立つ公知の事実である。また、当時ベトナム戦争を指揮したマクナマラ国防長官が退任後、著した「回顧録」にも、トンキン湾謀略事実・米軍侵略戦争事実が認諾されている。 
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○ 岩間正男君 あんた、一張一弛ということばを最近使われている。さっきも使った。一張一弛、あまり、耳に新しいことばですけれども、そういうことばでやったってこれは話にならぬですね。これは私は十年ほど前にジュネーブ問題で予算委員会で徹底的にやったことがあります、椎名外相と。事態はきわめて明白だ な。いま北側からの南進があって、これに対して集団安全保障の立場でというようなことを掲げてやるわけですけれども、そんなことを言っていますけれども、大体今度の封鎖だって、この前も防衛庁長官に聞きました。一ぺんでできないでしょう。海上封鎖、あれは少くとも相当な時間が要るでしょう。すでにこれは相 当たくらまれていたのじゃないか。そこで福田さんにお聞きします。あなたはマクナマラ報告をお読みになりましたか。昨年暴露された、国防省の。 

○国務大臣（福田赳夫君） 読んでおりません。 

○岩間正男君 これではっきりした。トンキン湾事件、あれというものはどういうふうにたくらまれていたかというのは、あのマクナマラ報告が実に明細に書いていますよ。同じような事態が起こっているのじゃないですか。今度の海上封鎖だって、私はこれを質問したのは四月八日の予算委員会で、そうして横須賀から出ていくコンステレーションの問題をあげた。それからどうですか。二週間くらいして海上封鎖が始まった。その事前に、もうたくらまれているのだし、そういう一切の準備というものは横須賀でも行なわれておった。それから、それらの機雷なんというものも佐世保あたりからちゃんと積まれた。そういう形勢は濃厚でしょう。また第二のマクナマラ報告です。お読みにならない、これは私は非常に驚いたのです。これお読みにならないで、そうしてアメリカの言い分だけ聞いていたとしたらこれはたいへんなことになる。これは重大な問題です。これはしかしお読みになっていただきたい。これは時間をおとりになっても差しつかえないと思う。お忙しいでしょう。よくわかります。よくわかるけれども、こういうことの基本的な問題を抜きにしてやったらこれはたいへんだと思う。 それじゃお聞きします。大体一体どのくらい爆弾を使っていると思いますか、アメリカはベトナムで。 

○政府委員（久保卓也君） 小銃全部含めまして、約六百万トンです 

○岩間正男君 一日三万発といわれているが、爆弾、これはどうです。 

○政府委員（久保卓也君） その数字は存じませんが、少し多過ぎると思います。 

○岩間正男君 これ調べてください。この次またお聞きします。いままで使ったのはどのくらいか――約五千七百万発の爆弾を投下していると聞いている。ベトナム人一人に対して三発。 

○政府委員（久保卓也君） 爆弾総量は約六百万トンと承知いたしております。また年別のものも、手元には資料ございませんが、調べたものはたしかあったと思いますが、たまの数、爆弾の数については見た記憶はございません。 

○岩間正男君 これは調べてくだざい。その中にはナパーム弾、一瞬にして百メートル平方を死の海化するようなナパーム爆弾もあるでしょう。それから鉄の破片をまき散らす対人殺傷爆弾、もうこれはみな破片になって入るわけです、人体に。こういう残虐な行動ですよ。これはもうはっきりベトナム戦争のあれを見ましても、どうですか、一体こういう作戦というやつは、どんな作戦が盛られておりますか。どういう作戦です。ジェノサイド作戦というのはどういうのです。バイオサイド作戦というのはどういうのです。エコサイド作戦というのはどういうものか、これは御存じだろうからお聞きします。 

○政府委員（久保卓也君） 具体的には承知いたしておりません。 

○ 岩間正男君 これはあなたのような博識が御存じないのですか。だからもうだめですよ。こっちの耳だけ開いたんじゃ。片目だけ開いたんじゃだめだという。どっち向いている。世界を見なければだめだと言われているのだ。御存じないですか。これは外相どうでしょう。ジェノサイド作戦、バイオサイド作戦、エコサ イド作戦というのはどういうのですか。 

○国務大臣（福田赳夫君） 私、そういうこと存じませんです。 

○ 岩間正男君 これはジェノサイド作戦は、御存じのように民族皆殺し作戦というやつでしょう。そうじゃないですか。バイオサイド作戦というものは生物皆殺し作戦というやつです。エコサイド作戦というものは環境の全面破壊、これをねらった作戦、御存じないですか。――これやられているのですよ。日本が事実使われているのですよ。ナパーム弾の原料が日本にある。そしてそれが送られている。これはどうなんです。認識が違うのです。最初のような答弁できないんだ。認識がはっきりした。何も御存じないから言っている。何も御存じないということがはっきりした。マクナマラ報告さえ読んでいない。全世界を震憾させたマクナマラ報告さえ読んでいない。トンキン湾のあのもう七、八年前の封鎖がどんなに一体アメリカの擬装により、彼らの謀略によってなされたかということが一目瞭然と出ているのがあれですよ。マクナマラ報告でしょう。だから、そういうことでは、私は、やっぱり事実は認識を決定するのですから、事実の認識の程度がどの程度かでこれは違ってくるのですね。これははっきりしていますよ。そういう点やはり明確にしてもらいたい。この中で私はお聞きしたいのは、このエコサイド作戦の中で、最近行なわれている堤防破壊 ですね。これはどうお考えになります。 

○国務大臣（福田赳夫君） 堤防破壊につきましては、これは戦闘の一態様である、こういうふうに考えますので、私どもとしてはその是非について批判はいたしかねます。 

○岩間正男君 どれだけの堤防破壊されたか、御存じですか。 

○国務大臣（福田赳夫君） 存じません。 

○岩間正男君 何も知らない。何も知らない外相を相手にして、国民はこれは気の毒だし、私も気の毒だ。こんなことじゃとても次期総裁なんておぼつかないですよ。何ですか、一体。この委員会の権威をもっと高めてほしい。四月十日から五月二十四日の間にハティン、ゲアン、タンホア、ニンビン、ナムハ、タイビン、ハイフンの各省及び首都ハイノの各地で、紅河、タイビン川、 ダイ川、マ川、ナム川、ラ川などの堤防、水利施設に対して、多数の米軍機編隊をもって四十二回にわたって各種の破壊爆弾五百八十発を投下している。この空からの堤防破壊と並行して、米第七艦隊は連日連夜防潮堤体系に海から激しい砲撃を加え、多くの水利施設を破壊した。しかも、堤防破壊の攻撃にあたってのニクソンの手口を見ると、大型破壊爆弾と一緒に対人殺傷もねらうという二重、三重なそういう残虐な姿であります。こういう事実も、これは御存じないんですか。外務省の情報局は眠っているんですか。あなたも御存じない。――ついでに聞いておこう。吉野さん、どうです。知っているか知らないかでいいですよ。知っているなら詳しく言ってください。 

○政府委員（吉野文六君） 存じません。 

○岩間正男君 これも知らない。どうです、これでよく外交おやりですね。全く寒々としてくる。これは外務大臣にお聞きします。堤防・水利施設に対する破壊、これについて、第二次大戦後ナチスの戦争犯罪をさばいたニュールンベルクの国際法廷、ここでどういう一体判決が下っているのか、御存じですか。 

○国務大臣（福田赳夫君） 存じません。 

○ 岩間正男君 これは国際法廷でも最大の戦争犯罪の一つとして、これは断罪されたものです。これをいまやっている。だからもうこれ、環境の完全破壊、こういうものが具体的にこの堤防破壊でやられておる。つまり生産を全滅しようという、食糧を断つというやつです。とにかくまあ秀吉時代の水攻めの反対だ。水攻め だね。まあそういうものを大規模でやっているのだ。国際的な規模でやっているのが、いまのアメリカのやり方なんだ。さらに、どうですか。ニクソンはいまハノイ、ハイフォンをはじめとする北ベトナムの都市人口密集地帯や経済施設に対する爆撃の強化、これを海上封鎖と並んで、もうこのような戦争犯罪行為まで やっておる。だから私はこのニクソンのこのような犯罪に対して、これが一張一弛などということばで、そうして片づけられるべき問題じゃない。モスコーでどんなきれいな演説をしても、この陰でこういうことをやられることに対して、少なくともこれはやはり国民の立場に立つならば、日本の平和の立場に立つなら ば、これに対してはっきり私は抗議をし、そうしてしかもこれは安保協議、あるいはもっと大きな立場からいったら、日米の外交折衝によってこの問題を明確にするのはあたりまえだと思うのです。どうなんでしょう。 

○国務大臣（福田赳夫君） 戦争の態様である個々の行動について、われわれは是非を論ずべき立場にはない。 

○ 岩間正男君 それで外務大臣、それじゃお忙しいようだから、またにして、一つだけ最後に聞きますけれども、これでつまり日本は国際法的には実際これは戦争に加担させられてしまうのだな。報復爆撃を受けてもこれはしかたがない、という立場に国際法的になっておることを、これに私は昨年の沖繩国会以来、本会議 の質問でもこの問題を追及してきました。今日沖繩の状態、それから日本の本土の姿を見ると、ますますそういうような危険のもとにさらされてきているのですね。この報復爆撃に対して、どうお考えなんですか。 

○ 国務大臣（福田赳夫君） わが国は政府といたしましても、また国民といたしましても、北ベトナムに対して戦闘をいたしておる、そういうような状態、つまり敵性を認めておるというような主観的な立場にもなければ、またわが国の基地が軍事作戦上の直接の基地として使われておるという事実もありません。同時に北 ベトナム側におきましても、わが国が敵国であるというような感じは持っておらぬ。あの爆撃下においてもわが国に対して経済視察団が来訪するというような状態であり、北ベトナムの方々は、まあわが国に対して、平和な日本といたしまして、南北のこの問題に対して何らかの役割りはできないものかということを期待しておるくらいな状態でありまして、私は北ベトナムがわが国に対しまして敵性を認めておるというふうには考えておらない。 

○岩間正男君 最後に一つ。あなたそういうけれどもね……。 

○ 岩間正男君 これは南ベトナムの革命政府のビン外相がどういうことを言っているか、あなた知っていますか――これも知らないか。先月の二十八日にビン女史はパリ郊外での同代表団本部での共同通信記者との会見で、沖繩返還以後の日本政府の米戦争犯罪への共犯行為、これをきびしくこれは指弾しているわけです。 ビン外相はこう言っているのです。「沖繩返還は日米政府間だけの返還であり、日本政府がベトナム侵略の最大の米軍基地である沖繩を米国に提供しているという事実は変わらない。米国の戦争エスカレーションは重大段階に至っているが、現在佐藤政府の戦争犯罪における共犯行為の責任は 重大であり、日本政府はベトナム戦争以後の経済再建を口にしているが、共犯行為を停止することが先決であり、ベトナム人民はこのような日本の共犯の事実を忘れないであろう。」戦争犯罪における共犯とまでこれははっきり言っている。そうしてさらに、経済協力と いうようなことで言ってるけれども、報復をしないだろう、そういうことを言っている。しかし、それは甘い見方じゃないか。しかも報復をしないから何をしてもいいというようないまのやり方じゃないか。こんなことでいいですか。報復はしないのだから――局地戦だから、そして日本ともいままでとにかくある種の友好はあったから、だから報復はしないんだと、こういうこと、だから何をしてもいいというのがいまのこれは日本政府のとっている態度じゃないですか。どうですか。このようなビン外相の一体抗議に対して、どうお考えになるか。 

○ 国務大臣（福田赳夫君） 私どもは、国民の感情も考えなければならぬ、またアジアの平和も考えなければなりませんけれども、日米安全保障条約はこれを堅持し、また同時に安全保障条約上の義務は履行する、こういう立場にもあることを一言御了承を願いたい、かように思います。 

○岩間正男君 長くなるから保留します。 

○ 水口宏三君 きょう外務省からいただきましたこの答弁ですが、第三項について、これは外務大臣の先ほど第四条に基づく随時協議として行なわれるという御答弁であったわけですけれども、これまでの各党の委員の質問を聞いてもおわかりのように、非常に関心の集まるところだと思いますので、自民党、社会党、公明党、共産党、民社党各党の一致した申し入れとして、次の点を政府に申し入れますから、なるべく早い機会に日米安保協議委員会を開き、在日米軍基地使用の態様について協議し、その結果を当委員会に報告するよう申し入れます。こういう申し入れを行ないますので、ぜひ、ひとつ善処していただきたいと思います。 

 7.交換公文に明記された、「第5条規定域外への軍隊戦闘軍事行動」＝日本から日本以外の地域に対して行われる軍隊戦闘軍事行動及び「核持込」に関する「事前協議」条項は、 

（WIKIPEDIAより引用） 

この当時「原水爆実験禁止署名」は、３０００万をこえるまでに盛り上がったことを背景に、すでに核搭載の艦船が日本に寄港・通過してきた米軍の意向と、日本の世論の強い反対をどう扱うかという問題だった。〈日米安保条約・討議記録（秘）〉国民を騙すことだけが目的の「空念仏」であった。下記に、摘示するように、 

８. 以上から、「重光・アリソン合意」を捏造し、時の首相：岸が国会の答弁においても「重光・アリソン合意」数度公言し、国民を欺罔して締約された該条約はウィーン条約第50条及びこれに相当する国際慣習法に拠り、相対的無効条約である。 

1） 条約法条約審議過程での日本の消極性は、岸信介が「買収されたこと」を疎明するに充分であり、立派な状況証拠である。 

  

９.国際法の一般原則(les principes généraux du droit international; General principles of International Law)は、条約や慣習法の諸規則を通じて実定国際法に浸透した慣習国際法上の原則で 

(1)国際関係における武力の威嚇と行使の禁止の原則（第一原則）違反を謳っており、該原則に文言上（日英文）も抵触するから、該条約は無効である。 

  
10.条約（民法における契約）としての絶対的無効要件に該当する。つまり「民法第９０条 公序良俗に反する契約の無効」であるから該条約は無効である。 

  

    11. そして「公法・私法二元論否定論」を援用しなくとも、戦争＝条文附則交換条文「戦闘作動」＝MILITARY COMBAT OPERATIONSを目的とする条約は、また国連 憲 章・条約法条約・全権委任：岸信介被買収事実を立証するまでもなく、絶対的無効要件であるから、該条約は無効である。 

  

12.国連憲章・人道に対する罪国連決議・日本国憲法ほか、（戦争の災禍を潜り抜け）、宣言されたすべての律令の本旨は「恒久不戦」に尽きる。本案訴訟と完全に 一致する。武力行使を企図する公権力の行使はすべて無効である。これが日本国憲 法前文に明記された、憲法総体の規範である。  
  

13.「第5条規定域外への軍隊戦闘軍事行動」＝日本から日本以外の地域に対して行われる軍隊戦闘軍事行動は、交換公文「事前協議」の主題である。ベトナム戦争出撃について米国から「事前協議申し入れ」があったか？既に引用した高村外務大臣国会答弁でも明らかなようにそれは「NO]である。条約は重い条約法条約18条に拠っても国際慣習法に拠っても、遵守義務を負う。残念ながら遵守義務を米国そして被告・国は主権者・国民に対し履行していない。それは「信義則違反」であるから絶対的無効要件であるし、条約遵守義務に違背する条約は無効申立権を正当化する。 

準備書面(４) 

日本国憲法    前文 

 日本国民は、正当に選挙された国会における代表者を通じて行動し、われらとわれらの子孫のために、諸国民との協和による成果と、わが国全土にわたつて自由のもたらす恵沢を確保し、政府の行為によつて再び戦争の惨禍が起ることのないやうにすることを決意し、ここに主権が国民に存することを宣言し、この憲法を確定する。そもそも国政は、国民の厳粛な信託によるものてあつて、その権威は国民に由来し、その権力は国民の代表者がこれを行使し、その福利は国民がこれを享受する。これは人類普遍の原理であり、この憲法は、かかる原理に基くものである。われらは、これに反する一切の憲法、法令及び詔勅を排除する。 

 日本国民は、恒久の平和を念願し、人間相互の関係を支配する崇高な理想を深く自覚するのであつて、平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼して、われらの安全と生存を保持しようと決意した。われらは、平和を維持し、専制と隷従、圧迫と偏狭を地上から永遠に除去しようと努めてゐる国際社会において、名誉ある地位を占めたいと思ふ。われらは、全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏から免かれ、平和のうちに生存する権利を有することを確認する。 

われらは、いづれの国家も、自国のことのみに専念して他国を無視してはならないのであつて、政治道徳の法則は、普遍的なものであり、この法則に従ふことは、自国の主権を維持し、他国と対等関係に立たうとする各国の責務であると信ずる。 

日本国民は、国家の名誉にかけ、全力をあげてこの崇高な理想と目的を達成することを誓ふ。 

 第９条　日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し、国権の発動たる戦争と、武力による威嚇又は武力の行使は、国際紛争を解決する手段としては、永久にこれを放棄する。 

２　前項の目的を達するため、陸海空軍その他の戦力は、これを保持しない。国の交戦権は、これを認めない。 

1.  政府の行為によつて再び戦争の惨禍が起ることのないやうにすることを決意し、　→戦争回避義務 

2.  ここに主権が国民に存することを宣言し、この憲法を確定する。そもそも国政は、国民の厳粛な信託によるものてあつて、→納税者基本権 

3.  その福利は国民がこれを享受する。　→　福利享受権 

4.  われらは、これに反する一切の憲法、法令及び詔勅を排除する。　→違憲行為排除義務 

5.  日本国民は、恒久の平和を念願し、  →恒久平和達成義務 

6.  われらは、全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏から免かれ、平和のうちに生存する権利を有することを確認する。→平和的生存享受権・平和的生存権敷衍義務 

7.  日本国民は、国家の名誉にかけ、全力をあげてこの崇高な理想と目的を達成することを誓ふ。　→恒久平和達成義務 

8.  日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し　→国際平和希求義務 

9.  国の交戦権は、これを認めない。　→戦争忌避義務 

  

1.  以上が日本国憲法前文及び９条から演繹される義務及び権利である。かつて、政府及び国民の行為によつて戦争の惨禍を起こした深い反省から導かれたものである。 従って、いずれの義務・権利も具体的な裁判規範性を有するということができる。 

2.   また以上から、我々は、 戦争回避義務・違憲行為排除義務・恒久平和達成義務・平和的生存権敷衍義務・国際平和希求義務・戦争忌避義務を負っている。みずからに向かっては、福利享受権・平和的生存享受権を国家に請求することができる。ただし、いずれの債権・債務も「主権在民」から演繹された納税者基本権の行使によってしか、獲得は困難である。 

  

  

意 見 陳 述 書 

原告：長岩均は、真実義務と自らの良心に従い、事実を申し述べますこと、ここに誓約致します。 

 さて、この訴訟は、 

1. 日米安保条約は無効であることの確認 

2. この安保条約を基底とする「イラク特別措置法」は無効であることの確認 

3. 2008年4月17日、名古屋高等裁判所青山裁判長が『米軍と一体となった自衛隊の行動は、憲法9条で禁止する「武力行使」にあたる』と判決したこと、及び、今までの政府答弁に照らしても「海外派兵」は違憲につき「自衛隊ソマリア沖派兵」差止めの請求 

4. 名古屋高裁判決及び2009年、岡山地裁：近下秀明裁判長『憲法前文「平和的生存権」には具体的裁判規範性がある」との判決から導かれる、該条約が基になり被告・国が共同正犯となった「ベトナム戦争」における「加害的平和的生存権」侵害及び「納税者基本権」侵害につき、ささやかな慰謝料を請求する 

ものです。さて、 

一昨日、6月1日、東京新聞朝刊1面を飾った記事は、本件訴訟「日米安保条約」1960年の締結に際し、該条約交換公文に明記された「事前協議」について、歴代の外務次官経験者が、「米軍の核搭載艦船の通過・寄港を事前協議の対象にしない。」との密約＝秘密議事録が存在すること、そして内閣総理大臣を選別して該情報を伝達していた事実も併せて、証言しました。 

交換公文に明記された「事前協議」及び第4条「臨時協議」は被告・国の国会答弁でも明らかなように、その事実がありません。1959年、藤山外務大臣・マッカーサー駐日大使との「事前協議密約」だけが脈々と活き、交換公文の一方が骨抜きにされ、もう一方の「軍隊による戦闘作戦」活性化と「核持込」だけが常態化しました。 

つまり、条約の目的は最初から、日本の基地から日本の施政権以外の地域への「軍隊による戦闘作戦」を行うにあたり、自由に核弾頭の持込・備蓄・移動を保障する条約であったことを疎明します。 

またこの「事前協議皆無事実」は、米国立公文書館解禁資料でも明らかなように、「岸・佐藤兄弟」による、米国に対するゆすり・たかり事実、その後、永年にわたり政権政党への資金提供事実をも疎明することになります。身近な家庭に置き換えても明快な話です。「他人が我が家に入ってくる際に、危険物をもっていないか？また、逗留の後、犯罪を犯さないか？危惧を持てば、質問・誰何することは一家の主または管理責任者であれば当然の義務だからです。被告・国の主張は一貫しています。「事前協議がないから、該当事実もない。」と。 

またベトナム戦争の最中には、在日駐留米軍基地からの出撃が判明しているにも拘わらず、「事前協議がないということは、直接出撃ではない。（間接の出撃は事前協議対象外）」との論に終始しました。このことは、米国からの汚れたカネにまみれていることの証左にほかなりません。国民の代表＝代議員であるにも拘わらず。さて、 

私は、この四人の歴代外務次官を評価します。それは、「国会の答弁などで国民を欺いていた。」と「悔悟の念」を忌憚なく表現し、真実義務と誠実義務に満ち溢れた証言をしているからです。 

これとは別に、２００４年１月２８日、自衛隊イラク派兵差止等請求訴訟を札幌地裁に一人で提訴した、自民党員であり、元防衛政務次官、郵政大臣：故箕輪 登さん。 
１９７１年沖縄返還に際し、西山太吉・元毎日新聞記者がスクープした「国際法上、米国が払うべき、土地の復元費用 ４００万ドルとＶＯＡ（米政府短波放送）移転費１６００万ドル支払いは、当時の佐藤栄作首相の判断」との密約の経緯を証言した元外務省アメリカ局長：吉野 文六さん。 
駐レバノン日本国特命全権大使赴任時、対イラク政策に異を唱え、外務省から外交官を「解雇」された天木直人さん。 

1959年「旧安保条約違憲：伊達判決」そして米国の干渉により、最高裁：田中耕太郎判決「高度の政治判断を要する司法権が及ばない事件」として、逆転有罪となった「砂川事件被告人」土屋源太郎さん。 

1973年の長沼自衛隊違憲判決につき、硬く閉じていた口を開き、「法律家として当たり前のことをしただけ」と近著において、述懐する福島重雄さん(当訴訟裁判長） 

そして、この訴訟を支えて下さる皆さん。 

そして、何よりこの条約により、半ば「恒久的に」米軍基地を押し付けられた皆さん。 

「今、ここで声を大にしなければ」との想いは、私も皆さんも同じだと思います。 

そうしなければ、また『我々の子供たちが、敵地に赴き、銃の引き金を引かざるを得ない「狂気の坩堝」に落ち、世界の子供たちへの大量殺戮』に至ることは避けられません。しかも、自国の意思ではなく、米国の意思で。 

A級戦犯であった岸信介が命と引き換えに、米国により、わが国の政権中枢に放たれ、内閣総理大臣にまで登りつめ、政権政党自身を工作買収し、軍事世界戦略を推し進めていった事実は、米国自らが運営する「米国立公文書館解禁資料」が証明しています。岸信介の売国的振る舞いには怒り心頭に発するものを感じざるを得ません。 

しかし、この条約の絶対的無効事由は、条約後段において「交換公文：第5条域外へのMilitary Combat Operation＝軍隊が行う戦闘作戦」を明記したことです。第1条において国連憲章遵守及び平和的解決遵守を謳いながら、一方で 「軍隊が行う戦闘作戦」を上位概念とする、矛盾そのものの条約だからです。しかも、密約に近い形で交換条文としました。そして、締結後、時を経ずして「軍隊が行う戦闘作戦」をベトナム侵略戦争において、大量無差別殺戮を事実証明した条約でもあります。国際法においても「公序良俗に反する契約は当初から無効」との条理が成立するものと確信します。 

1981年、被告・国（栗山尚一外務次官）が国会において答弁する「国際法強行規範に反する条約は当初から無効」はこの争訟において、原告・被告とも争いがありません。 

私は1951年9月18日に生まれました。時の首相：吉田茂（注釈：今たいこう：麻生太郎の祖父）が他の全権大使の反対を押し切って、旧安保条約を単独で締結した10日後にあたります。そして、私は、1968年、名古屋の高校を中退上京し、「70年安保自動延長阻止闘争」に馳せ参じました。1970年6月23日、街頭デモで逮捕され、練馬少年鑑別所に送致されました。 

40年後の今、やっと悲願が叶いつつあります。「安保条約無効：米軍基地撤去」 

裁判長そして陪席の裁判官の皆様、お願いがあります。ベトナム戦争そしてイラク戦争を想起して下さい。ソンミ村虐殺を思い出して下さい。ベトナムでの米軍の枯葉剤散布により子供たちがどうなったかを見つめて下さい。イラクでの冷たくなった子供たちの写真を見て下さい。そして、最後に、最高裁田中判決の尋常でない意味と、被告・国（栗山尚一外務次官）が「国際法強行規範に反する条約は当初から無効」と答弁した事実を見つめて下さい。以上、原告の意見陳述を終わります。 

東京地方裁判所民事第24部合議C係御 中 

2009年4月12日 

  

原 告  長 岩 均 

（１）求釈明 

  

1. 昭和３４年（あ）七７１０号同１２月１６日大法廷判決文 

「指揮権、管理権を行使することにより、同条１項において永久に放棄することを定めたいわゆる侵略戦争を引き起こすがごときことのないようにするためであると解するを相当とする。従って同条２項がいわゆる自衛のための戦力の保持をも禁じたものであるか否かは別として、同条項がその保持を禁止した戦力とは、わが国がその主体となってこれに指揮権、管理権を行使し得る戦力をいうものであり」つまり、「指揮権、管理権を独自に行使できる軍隊は憲法９条１項・２項違反＝違憲」を判決している。 

事実：2009年4月5日、朝鮮民主主義人民共和国は人工衛星を打ち上げた。これを迎撃すべく、自衛隊は地上配備型迎撃ミサイル（ＰＡＣ３）を配備した。 

この作戦は独自の指揮権、管理権発動か？独自であるとすれば、上述「田中耕太郎判決」との整合性は？米軍指揮下での作戦であれば「集団的自衛権行使」ではないのか？ 

  

2. 1.イラク派兵差し止め訴訟(名古屋高裁・岡山地裁判決)について 

I. 判決文において｢憲法９条違反と事実認定された」事実についての見解を質す。 

  

3. 海上自衛隊ソマリア沖派兵について 

新聞報道では、被告・国の見解は｢海賊は国に準ずる軍隊ではなく民間人だから武力行使にあたらず憲法９条違反ではない。」とするが事実か？また、相手が民間人なら、国際法違反・ジュネーブ条約違反に該当する「武力行使」ではないのか？見解を質す。砂川事件：田中耕太郎判決が9条違反につき禁止する戦力＝武力行使ではないのか？ 

  

4. 憲法の最大の権能は過去の戦火の反省に立ち、｢被告・国の武力行使抑止」である。 

今後も米軍と一体となった憲法違反自衛隊派遣行動を続ける予定か？見解は？砂川事件：田中耕太郎判決との整合性は？自軍独自の指揮権を放棄し、米軍の指揮下に入れば違憲ではないとして集団的自衛権の行使に突入するのか？ 

  

5. 当該安保条約は、沖縄ほか米軍基地からのベトナム爆撃事実に拠っても、一般国際強行規範違反が明らかであることは訴状でものべた。 

被告・国は、原告の訴え1）日米安保条約無効確認 に対する｢却下申し立て」理由を「付随的違憲審査権」論でしか弁論していない。「一国民（納税者）の適格だけでは、条約に対する異議申し立て権は失当である」ことの憲法・法令根拠明文規定並びに類推規定を明示すべし。 

  

  


